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○
岳
野　

御
紹
介
を
い
た
だ
き
ま
し
た
日
本
証
券
業
協
会

の
岳
野
で
ご
ざ
い
ま
す
。

　

日
本
証
券
業
協
会
で
は
、
証
券
市
場
の
健
全
な
発
展
の

た
め
に
業
界
団
体
と
し
て
さ
ま
ざ
ま
な
調
査
研
究
、
働
き

か
け
を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
そ
の
中
で
格
差
問
題
は
ど
う

し
て
も
避
け
て
通
れ
な
い
テ
ー
マ
で
す
。
証
券
市
場
と
い

う
と
格
差
の
温
床
の
よ
う
に
言
わ
れ
、
株
主
と
い
う
と
典

型
的
な
富
裕
層
扱
い
さ
れ
る
と
い
う
状
況
の
も
と
で
、
証

券
市
場
を
ど
う
発
展
さ
せ
て
い
く
か
と
い
う
こ
と
に
取
り

組
ん
で
い
ま
す
。

　

格
差
の
問
題
の
研
究
は
長
い
歴
史
が
あ
り
ま
す
が
、
最

近
で
は
、
二
○
一
三
年
に
ピ
ケ
テ
ィ
が
『
二
一
世
紀
の
資

本
』
で
、
非
常
に
包
括
的
で
、
欧
米
の
税
務
統
計
に
基
づ

く
、
歴
史
的
に
も
横
断
的
に
も
優
れ
た
分
析
を
さ
れ
た
こ

と
に
よ
っ
て
、
さ
ら
に
拍
車
が
か
か
っ
て
き
ま
し
た
。

「
資
本
収
益
率
⒭
が
所
得
の
成
長
率
⒢
を
上
回
る
と
き
、

資
本
主
義
は
自
動
的
に
、
持
続
不
可
能
な
格
差
を
生
み
出

す
」
と
ま
で
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

資
本
主
義
を
支
え
て
い
る
証
券
市
場
を
ど
う
す
る
か
と

い
う
こ
と
は
大
き
な
課
題
で
す
が
、
大
変
残
念
な
こ
と
が

二
つ
あ
り
ま
す
。

　

一
つ
は
、
格
差
問
題
は
ど
う
し
て
も
政
治
的
な
議
論
が

格
差
の
国
際
比
較
と
資
産
形
成
の
課
題
に
つ
い
て

岳　

野　

万
里
夫

竹　

田　

茜　

衣
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多
く
て
、
ポ
ジ
シ
ョ
ン
ト
ー
ク
が
多
い
こ
と
で
す
。
Ｅ
Ｂ

Ｐ
Ｍ
と
言
わ
れ
な
が
ら
、
必
ず
し
も
デ
ー
タ
に
基
づ
か
な

い
議
論
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
違
和
感
が
あ
り

ま
す
。

　

も
う
一
つ
は
、
格
差
の
実
態
が
、
欧
米
と
我
が
国
で
は

違
う
。
欧
米
の
中
で
も
、
ア
ン
グ
ロ
サ
ク
ソ
ン
と
大
陸

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
は
違
い
、
あ
る
い
は
北
欧
も
違
う
。
そ
う
い

う
中
で
世
界
で
一
番
極
端
な
格
差
の
実
態
を
も
と
に
議
論

さ
れ
て
い
る
政
策
を
、
何
の
検
証
も
な
く
そ
の
ま
ま
日
本

に
持
ち
込
ま
れ
て
い
る
こ
と
も
非
常
に
残
念
な
こ
と
で

す
。

　

私
ど
も
で
は
、
日
常
の
仕
事
の
中
で
、
格
差
の
問
題
に

つ
い
て
、
世
の
中
で
使
わ
れ
て
い
る
デ
ー
タ
を
少
し
丁
寧

に
見
て
作
業
し
て
き
ま
し
た
。
私
ど
も
は
専
門
の
リ
サ
ー

チ
ャ
ー
で
は
な
い
の
で
、
ま
と
ま
り
の
な
い
、
断
片
的
な

内
容
で
す
が
、
一
定
の
整
理
を
し
た
上
で
皆
様
に
御
披
露

申
し
上
げ
、
む
し
ろ
皆
様
か
ら
忌
憚
の
な
い
御
意
見
、
御

批
判
、
御
指
摘
を
い
た
だ
い
て
、
今
後
の
活
動
の
参
考
に

し
た
い
と
思
っ
て
お
り
ま
す
の
で
、
よ
ろ
し
く
お
願
い
申

し
上
げ
ま
す
。

一
、
は
じ
め
に

　

そ
れ
で
は
、
資
料
の
冒
頭
部
分
の
「
成
長
と
分
配
の
好

循
環
の
実
現
に
向
け
て
」
か
ら
始
め
ま
す
（
図
表
１
）。

　

私
ど
も
日
本
証
券
業
協
会
は
、
こ
う
い
っ
た
構
図
の
中

で
、
証
券
市
場
が
家
計
の
資
産
形
成
と
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
の

供
給
に
い
か
に
貢
献
し
て
い
け
る
か
、
そ
の
た
め
に
は
ど

う
い
う
政
策
を
と
っ
た
ら
い
い
か
と
い
う
こ
と
を
議
論
し

て
い
ま
す
。
分
配
と
い
う
意
味
で
は
、
企
業
の
付
加
価
値

が
勤
労
所
得
な
り
金
融
所
得
と
し
て
家
計
に
分
配
さ
れ
る

パ
イ
プ
を
い
か
に
太
く
し
て
い
く
か
。
特
に
、
金
融
所
得

の
パ
イ
プ
を
太
く
し
て
い
く
に
は
ど
う
し
た
ら
よ
い
か
と

い
う
観
点
か
ら
さ
ま
ざ
ま
な
政
策
論
を
し
て
い
ま
す
。
一
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方
で
、
現
状
で
は
所
得
格
差
及
び
資
産
格
差
の
存
在
が
強

く
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

本
日
は
、
こ
の
所
得
格
差
と
資
産
格
差
に
つ
い
て
我
が

国
の
現
状
の
確
認
と
国
際
比
較
を
す
る
と
と
も
に
、
最
終

的
に
は
、
投
資
教
育
の
機
会
、
金
融
知
識
の
格
差
が
看
過

し
得
な
い
極
め
て
重
大
な
問
題
だ
と
い
う
こ
と
を
問
題
提

起
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

家
計
所
得
を
概
観
し
ま
す
と
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
統
計
で
連
続
し

て
拾
え
る
一
九
九
〇
年
以
降
は
、
一
九
九
七
年
を
ピ
ー
ク

に
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。
二
○
一
三
年
以
降
は
ア
ベ
ノ

ミ
ク
ス
で
や
や
回
復
基
調
で
し
た
が
、
コ
ロ
ナ
禍
で
再
び

減
少
に
転
じ
て
い
ま
す
。
そ
の
中
で
特
に
金
融
所
得
（
利

子
・
配
当
）
の
割
合
は
、
一
九
九
〇
年
代
半
ば
の
約
八
％

か
ら
金
利
の
低
下
に
よ
っ
て
急
速
に
そ
の
比
率
を
下
げ
て

お
り
、
今
は
半
分
程
度
で
す
。
成
長
と
分
配
の
好
循
環
と

い
う
観
点
か
ら
し
ま
す
と
、
金
融
所
得
自
体
の
底
上
げ
が

大
き
な
課
題
で
あ
る
と
認
識
し
て
い
ま
す
。

図表１�　成長と分配の好循環の実現に向けて（イメージ）

企 業
（生産、雇用、収益の拡大）

給与の上昇
雇用の増加

株価の上昇
配当の増加
公社債の利子

家 計

経済の拡大

給与所得
金融所得

所得の拡大

長期的価値の向上

消費や住宅投資の拡大

設備投資、M&A、
ベンチャー投資等
の拡大

貸付

成長資金（リスクマネー）
の供給促進

証券市場の役割
国民経済の成長と発展

利子

中長期的な資産形成

貯蓄 投資

間接金融 証券市場

事業所得

分配 分配

資産格差

公による再分配

所得格差
投資教育の機会・金融知識の格差

勤労所得
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そ
れ
で
は
、
実
際
の
デ
ー
タ
に
基
づ
い
た
フ
ァ
ク
ト

フ
ァ
イ
ン
デ
ィ
ン
グ
に
移
ら
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

二�
、
我
が
国
の
勤
労
所
得
・
金
融
所
得

の
課
題

○
竹
田　

証
券
税
制
部
の
竹
田
と
申
し
ま
す
。
ど
う
ぞ
よ

ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

（
勤
労
所
得
）

　

ま
ず
勤
労
所
得
の
課
題
に
つ
い
て
で
す
。

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
が
公
表
し
て
い
る
統
計
を
も
と
に
、
日
本
、

ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ
ス
、
ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
、
韓
国
の

六
カ
国
の
平
均
賃
金
に
つ
い
て
、
各
国
の
物
価
の
違
い
を

考
慮
し
た
購
買
力
平
価
ベ
ー
ス
で
一
九
九
〇
年
か
ら
二
○

二
〇
年
ま
で
の
推
移
を
見
て
み
る
と
、
全
体
と
し
て
は
各

国
と
も
上
昇
傾
向
で
す
が
、
日
本
は
、
わ
ず
か
に
上
昇
し

て
い
る
も
の
の
ほ
ぼ
横
ば
い
で
す
。
一
九
九
〇
年
か
ら
一

九
九
八
年
ま
で
は
、
ア
メ
リ
カ
、
ド
イ
ツ
に
次
ぐ
三
番
目

に
位
置
し
て
い
ま
し
た
が
、
そ
の
後
、
一
九
九
九
年
に
イ

ギ
リ
ス
と
フ
ラ
ン
ス
に
、
二
○
一
五
年
に
は
韓
国
に
も
追

い
抜
か
れ
、
二
○
二
二
年
時
点
で
は
主
要
国
で
最
低
水
準

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
一
九
九
〇
年
を
一
〇
〇
と
し
た
平
均
賃
金
の
増

加
率
で
は
、
最
も
顕
著
な
の
は
韓
国
で
、
こ
の
三
〇
年
間

で
約
六
倍
に
な
っ
て
い
ま
す
。
欧
米
を
見
て
も
、
ア
メ
リ

カ
、
イ
ギ
リ
ス
は
約
二
・
五
倍
、
ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
も

約
二
倍
に
増
加
し
て
い
る
一
方
、
日
本
は
ほ
ぼ
横
ば
い
で

す
。
こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
か
ら
、
日
本
の
平
均
賃
金
は
こ
の

三
〇
年
間
低
迷
し
て
お
り
、
主
要
国
と
し
て
は
非
常
に
低

い
水
準
で
取
り
残
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

続
い
て
所
得
階
級
別
の
平
均
所
得
の
推
移
で
す
。
全
世

帯
数
を
五
等
分
し
た
所
得
五
分
位
階
級
別
の
平
均
所
得
の

推
移
に
つ
い
て
、
厚
生
労
働
省
の
「
国
民
生
活
基
礎
調
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査
」
を
も
と
に
作
成
し
ま
し
た
（
図
表
２
）。
左
側
の
グ

ラ
フ
で
は
、
一
九
九
五
年
以
降
、
全
て
の
所
得
階
層
に
お

い
て
減
少
傾
向
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

　

右
側
の
、
一
九
九
五
年
を
一
〇
〇
と
し
た
変
化
率
の
グ

ラ
フ
や
下
の
表
で
は
、
最
も
所
得
が
低
い
第
Ⅰ
階
級
で

は
、
一
九
九
五
年
の
一
六
三
・
一
万
円
が
二
○
一
八
年
に

は
一
二
五
・
二
万
円
と
な
り
二
三
・
二
％
の
減
少
、
次
に

所
得
が
低
い
第
Ⅱ
階
級
で
は
三
六
四
万
円
が
二
七
七
・
九

万
円
と
な
り
二
三
・
七
％
の
減
少
で
、
低
所
得
層
の
減
少

率
が
目
立
つ
も
の
の
、
最
も
所
得
が
高
い
第
Ⅴ
階
級
に
お

い
て
も
、
一
四
二
三
・
二
万
円
か
ら
一
二
四
九
・
八
万
円

と
な
り
一
二
・
二
％
の
減
少
、
次
に
所
得
が
高
い
第
Ⅳ
階

級
に
お
い
て
も
七
九
二
・
三
万
円
か
ら
六
六
七
・
七
万
円

と
な
り
一
五
・
七
％
の
減
少
で
、
高
所
得
層
も
低
所
得
層

と
同
様
に
平
均
所
得
は
減
少
傾
向
で
す
。

　

一
九
九
五
年
か
ら
の
約
二
五
年
間
を
全
体
と
し
て
見
る

と
、
我
が
国
に
お
い
て
は
一
部
の
富
裕
層
だ
け
が
所
得
を

図表２�　所得階級別平均所得の推移
 全世帯数を５等分した所得５分位階級別の平均所得の推移をグラフ化した。

 1995年以降、2018年まで、全ての所得階級において趨勢的に減少している。減少率は低所得層の方が大きいが、
全体としてみると、全階層で貧困化していることの方が問題ではないか。

 時期を区切ると、2013年から、下げ止まり、あるいは若干上向きのトレンドもみられる。

（万円） 第Ⅰ階級 第Ⅱ階級 第Ⅲ階級 第Ⅳ階級 第Ⅴ階級

1995年 163.1 364.0 555.4 792.3 1,423.2

2013年 122.2 265.0 418.7 645.8 1,192.9

2018年
（1995年比）
（2013年比）

125.2
－23.2％
＋2.5%

277.9
－23.7％

+4.9%

441.1
－20.6％

+5.3%

667.7
－15.7％

+3.4%

1,249.8
－12.2％

+4.8%

70

80

90

100

110

1995年 1998年 2001年 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年 2018年

所得階級別平均所得の変化率

第Ⅰ階級 第Ⅱ階級 第Ⅲ階級

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1995年 1998年 2001年 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年 2018年

所得階級別平均所得の推移

第Ⅰ階級 第Ⅱ階級 第Ⅲ階級 第Ⅳ階級 第Ⅴ階級
（万円）

〔出所〕�　厚生労働省「国民生活基礎調査」



12―　　―

証券レビュー　第62巻第４号

増
や
し
、
低
所
得
層
と
高
所
得
層
の
格
差
が
拡
大
し
て
い

る
と
い
う
よ
り
も
、
全
階
層
で
貧
困
化
し
て
い
る
の
が
実

情
で
す
。

　

な
お
、
右
側
の
平
均
所
得
の
変
化
率
の
グ
ラ
フ
に
つ
い

て
、
時
期
を
区
切
っ
て
見
ま
す
と
、
二
○
一
三
年
か
ら
下

げ
止
ま
り
、
あ
る
い
は
若
干
上
向
き
の
ト
レ
ン
ド
も
見
ら

れ
ま
す
。
こ
れ
は
、
二
○
一
二
年
一
二
月
に
発
足
し
た
第

二
次
安
倍
内
閣
に
よ
る
経
済
政
策
、
い
わ
ゆ
る
ア
ベ
ノ
ミ

ク
ス
の
影
響
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

次
に
、
所
得
階
級
別
人
員
分
布
の
変
化
に
つ
い
て
、
国

税
庁
の
「
統
計
年
報
」
を
も
と
に
作
成
し
ま
し
た
（
図
表

３
）。
所
得
が
一
億
円
超
の
億
万
長
者
（
ミ
リ
オ
ネ
ア
）

の
人
数
は
、
二
〇
一
一
年
と
比
較
し
て
二
〇
一
九
年
は

一
・
七
倍
に
増
え
て
い
ま
す
。
ま
た
、
三
〇
〇
万
円
超
一

億
円
以
下
の
各
階
級
の
人
数
も
増
加
し
て
い
ま
す
が
、
三

〇
〇
万
円
以
下
の
層
は
減
少
し
て
お
り
、
所
得
階
級
全
体

が
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。
こ
の

図表３�　所得階級別人員分布の変化

 2019年、所得が１億円超の億万長者（ミリオネア）の人数は2011年比で1.7倍に増えているが、300万円超１億円以下の
各層も増加し、所得300万円以下の層が減少して、所得階級全体がボトムアップしている。

⇒ 引き続き成長戦略を推し進め、所得全体を引き上げていくことが重要ではないか

69.6% 65.6%

18.7%
20.0%

6.6% 8.1%

2.4%
3.0%

1.1%

1.4%

1.3%

1.6%

0.2%
0.3%

0.06%
0.11%

年9102年1102

1億円超

～1億円

～5,000万円

～2,000万円

～1,500万円

～1,000万円

～600万円

～300万円

＜2011年＞
2,149万人

70兆4161億円

＜2019年＞
2,203万人

83兆9,206億円

所得階級別の人員分布

（人） 2011年 2019年

計 21,494,899 22,032,084

1億円超 13,609 23,550↑

～1億円 41,254 56,939↑

～5,000万円 269,459 359,619↑

～2,000万円 232,519 299,782↑

～1,500万円 514,128 659,938↑

～1,000万円 1,428,576 1,775,131↑

～600万円 4,024,972 4,409,263↑

～300万円 14,970,382 14,447,862↓

300万円以下の層が
占める割合が減少

〔出所〕�　国税庁「統計年報」
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理
由
と
し
て
は
、
先
ほ
ど
も
述
べ
た
よ
う
に
、
ア
ベ
ノ
ミ

ク
ス
に
よ
る
株
高
の
恩
恵
や
雇
用
環
境
の
改
善
な
ど
が
考

え
ら
れ
、
我
が
国
に
と
っ
て
は
引
き
続
き
成
長
戦
略
を
推

し
進
め
、
所
得
全
体
を
引
き
上
げ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で

は
な
い
か
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

続
い
て
、
不
平
等
や
格
差
を
は
か
る
指
標
で
あ
る
等
価

可
処
分
所
得
の
ジ
ニ
係
数
と
相
対
的
貧
困
率
の
推
移
を
見

て
い
き
ま
す
。
総
務
省
が
五
年
に
一
度
実
施
し
て
い
る

「
全
国
家
計
構
造
調
査
」
に
よ
る
数
値
と
厚
生
労
働
省
が

三
年
に
一
度
実
施
し
て
い
る
「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
の

大
規
模
調
査
に
よ
る
数
値
を
グ
ラ
フ
に
し
て
お
り
ま
す

（
図
表
４
）。

　

こ
こ
で
簡
単
に
用
語
の
御
説
明
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま

す
。

　

ま
ず
「
ジ
ニ
係
数
」
と
は
、
所
得
分
布
の
全
体
に
関
し

て
不
平
等
の
度
合
い
を
評
価
す
る
指
標
で
、
完
全
な
所
得

分
配
が
で
き
て
い
る
場
合
は
ゼ
ロ
、
一
つ
の
世
帯
が
所
得

図表４�　日本の等価可処分所得のジニ係数と相対的貧困率の推移

 日本の等価可処分所得のジニ係数と相対的貧困率は、総務省「全国家計構造調査」と厚生労働省「国民生活基礎
調査」のいずれにおいても近年は減少傾向。

日本の等価可処分所得のジニ係数と相対的貧困率の推移

9%

10%

11%

12%

13%

14%

15%

16%

17%

0.27

0.28

0.29

0.3

0.31

0.32

0.33

0.34

0.35

ジニ係数（国民生活基礎調査）【左軸】 ジニ係数（全国家計構造調査）【左軸】

相対的貧困率（国民生活基礎調査）【右軸】 相対的貧困率（全国家計構造調査）【右軸】

〔出所〕�　総務省「全国家計構造調査」、厚生労働省「国民生活基礎調査」
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を
独
占
し
て
い
る
場
合
は
一
と
な
り
、
ゼ
ロ
と
一
の
間
で

所
得
格
差
の
度
合
い
を
示
し
て
、
〇
・
五
を
超
え
る
と
所

得
格
差
が
か
な
り
高
く
、
是
正
が
必
要
だ
と
言
わ
れ
て
い

ま
す
。
こ
の
グ
ラ
フ
で
は
等
価
可
処
分
所
得
の
ジ
ニ
係
数

を
示
し
て
い
て
、
こ
こ
で
言
う
「
可
処
分
所
得
」
と
は
、

総
所
得
か
ら
税
金
や
社
会
保
険
料
を
控
除
し
て
、
社
会
保

障
給
付
の
う
ち
、
公
的
年
金
等
の
現
金
給
付
を
加
え
た
も

の
を
指
し
て
い
ま
す
。

　
「
等
価
可
処
分
所
得
」
は
、
可
処
分
所
得
を
一
世
帯
当

た
り
の
人
数
の
平
方
根
で
割
っ
た
も
の
を
指
し
ま
す
。
な

ぜ
世
帯
人
数
の
平
方
根
で
割
る
の
か
と
い
い
ま
す
と
、
例

え
ば
、
可
処
分
所
得
八
〇
〇
万
円
の
四
人
世
帯
と
可
処
分

所
得
二
〇
〇
万
円
の
一
人
世
帯
で
は
、
単
純
に
割
っ
た
場

合
、
ど
ち
ら
も
一
人
当
た
り
の
可
処
分
所
得
は
二
〇
〇
万

円
で
す
が
、
両
者
の
生
活
水
準
が
同
程
度
と
は
考
え
に
く

い
。
な
ぜ
な
ら
、
居
住
費
や
光
熱
費
等
の
生
活
コ
ス
ト

は
、
世
帯
人
数
が
多
く
な
る
に
つ
れ
て
割
安
に
な
る
傾
向

が
あ
る
か
ら
で
す
。
そ
の
た
め
、
こ
こ
で
は
世
帯
人
数
の

平
方
根
で
割
っ
て
等
価
可
処
分
所
得
を
算
出
し
て
い
ま

す
。

　
「
相
対
的
貧
困
率
」
は
、
所
得
分
布
の
中
で
低
所
得
層

に
焦
点
を
当
て
る
も
の
で
、
そ
の
国
の
文
化
水
準
、
生
活

水
準
と
比
較
し
て
、
相
対
的
に
貧
困
状
態
で
あ
る
世
帯
が

全
世
帯
に
占
め
る
割
合
を
示
す
指
標
で
す
。
相
対
的
貧
困

率
は
、
先
ほ
ど
の
等
価
可
処
分
所
得
の
中
央
値
を
算
出

し
、
そ
の
中
央
値
の
半
分
の
値
を
「
貧
困
線
」
と
定
義
し

て
、
そ
の
貧
困
線
を
下
回
る
世
帯
人
員
数
が
全
世
帯
人
員

数
に
占
め
る
割
合
で
す
。
な
お
、
二
〇
一
九
年
の
「
全
国

家
計
構
造
調
査
」
の
貧
困
線
は
約
一
三
九
万
円
、
二
○
一

八
年
の
「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
の
貧
困
線
は
約
一
二
七

万
円
で
す
。

　

こ
の
二
つ
の
調
査
で
ジ
ニ
係
数
と
相
対
的
貧
困
率
が
若

干
異
な
る
理
由
に
つ
い
て
は
、
後
ほ
ど
御
説
明
さ
せ
て
い

た
だ
き
ま
す
。
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ジ
ニ
係
数
に
関
し
て
は
、「
全
国
家
計
構
造
調
査
」
は

二
〇
〇
九
年
、「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
は
二
〇
一
五
年

を
ピ
ー
ク
に
、
相
対
的
貧
困
率
に
関
し
て
も
、「
全
国
家

計
構
造
調
査
」
は
二
〇
〇
九
年
、「
国
民
生
活
基
礎
調

査
」
は
二
〇
一
〇
年
を
ピ
ー
ク
に
、
い
ず
れ
も
近
年
は
減

少
傾
向
で
す
。
一
部
報
道
等
で
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
に

よ
っ
て
格
差
が
拡
大
し
た
等
の
意
見
も
散
見
さ
れ
ま
す

が
、
こ
の
よ
う
に
ジ
ニ
係
数
や
相
対
的
貧
困
率
の
数
値
か

ら
見
れ
ば
、
少
な
く
と
も
コ
ロ
ナ
禍
以
前
は
む
し
ろ
格
差

は
縮
小
傾
向
だ
っ
た
と
言
え
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う

か
。

　

な
お
、
等
価
可
処
分
所
得
の
ジ
ニ
係
数
、
相
対
的
貧
困

率
と
も
に
「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
の
ほ
う
が
数
値
が
大

き
く
な
っ
て
い
ま
す
が
、
水
準
に
差
が
生
じ
る
原
因
に
つ

い
て
は
、
内
閣
府
、
総
務
省
、
厚
生
労
働
省
が
、
有
識
者

か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
含
め
た
調
査
分
析
を
行
っ
て
い
ま

す
。
分
析
に
よ
り
明
ら
か
に
な
っ
た
点
と
し
て
は
、「
全

国
家
計
構
造
調
査
」
は
四
〇
歳
未
満
の
世
帯
や
単
身
世
帯

が
多
い
一
方
、「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
は
高
齢
者
世
帯

が
多
く
、
総
じ
て
見
る
と
、「
全
国
家
計
構
造
調
査
」
と

比
べ
て
「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
で
は
収
入
が
低
い
サ
ン

プ
ル
が
多
い
と
い
っ
た
点
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
サ
ン
プ
ル
に
偏
り
が
出
た
原
因
の
可
能
性

の
一
つ
と
し
て
、「
全
国
家
計
構
造
調
査
」
は
、
調
査
対

象
の
世
帯
を
や
む
を
得
な
い
理
由
で
調
査
で
き
な
か
っ
た

場
合
は
、
同
じ
調
査
単
位
か
ら
別
の
世
帯
を
抽
出
し
て
調

査
を
行
い
、
回
収
率
が
ほ
ぼ
一
〇
〇
％
と
な
っ
て
い
る
の

に
対
し
て
、「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
で
は
標
本
の
代
替

を
行
っ
て
お
ら
ず
、
回
収
率
が
七
割
程
度
に
と
ど
ま
っ
て

い
ま
す
。
そ
の
た
め
、
中
間
所
得
層
か
ら
の
調
査
票
の
回

収
が
少
な
く
な
っ
て
い
る
可
能
性
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
別
の
原
因
と
し
て
は
、
両
調
査
と
も
都
道
府
県

が
任
命
し
た
調
査
員
が
調
査
票
を
回
収
し
て
い
ま
す
が
、

「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
は
福
祉
事
務
所
を
通
じ
て
行
っ
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て
い
る
た
め
、
低
所
得
層
が
福
祉
の
受
給
を
維
持
で
き
る

よ
う
な
低
所
得
で
回
答
し
て
し
ま
っ
た
可
能
性
や
、
日
ご

ろ
か
ら
か
か
わ
り
の
あ
る
福
祉
事
務
所
か
ら
の
調
査
依
頼

に
は
な
る
べ
く
協
力
し
た
い
と
考
え
て
、
福
祉
事
務
所
を

介
さ
な
い
「
全
国
家
計
構
造
調
査
」
に
比
べ
て
低
所
得
層

の
回
答
割
合
が
大
き
く
な
っ
た
可
能
性
な
ど
が
挙
げ
ら
れ

ま
す
。
こ
の
よ
う
に
、
両
調
査
で
は
結
果
の
水
準
に
差
は

あ
る
も
の
の
、
い
ず
れ
も
近
年
は
減
少
傾
向
で
あ
る
点
は

共
通
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
日
本
に
お
け
る
世
帯
の
所
得
格
差
を
あ
ら
わ
す

別
の
指
標
の
一
つ
と
し
て
、
厚
生
労
働
省
が
三
年
に
一
度

実
施
し
て
い
る
「
所
得
再
分
配
調
査
」
に
お
け
る
当
初
所

得
と
再
分
配
所
得
の
ジ
ニ
係
数
が
あ
り
ま
す
。
こ
こ
で
言

う
「
当
初
所
得
」
は
、「
世
帯
に
お
け
る
給
与
所
得
、
事

業
所
得
、
金
融
所
得
、
雑
収
入
、
私
的
給
付
（
仕
送
り
や

企
業
年
金
な
ど
）
の
総
額
」
を
指
し
ま
す
。
一
方
、「
再

分
配
所
得
」
は
、「
当
初
所
得
か
ら
税
金
、
社
会
保
険
料

を
控
除
し
、
現
金
給
付
や
現
物
給
付
の
社
会
保
障
給
付
を

加
え
た
も
の
」
と
定
義
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
定
義

に
関
し
て
、
先
ほ
ど
の
等
価
可
処
分
所
得
と
は
異
な
り
、

公
的
年
金
は
再
分
配
所
得
に
は
含
ま
れ
ま
す
が
、
当
初
所

得
に
は
含
ま
れ
て
い
な
い
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
す
。

　

こ
の
「
所
得
再
分
配
調
査
」
は
、
社
会
保
障
制
度
や
税

制
に
よ
る
所
得
再
分
配
効
果
を
は
か
る
こ
と
を
目
的
の
一

つ
と
し
て
い
る
た
め
、
当
初
所
得
に
は
公
的
年
金
な
ど
社

会
保
障
制
度
に
よ
る
給
付
を
含
め
な
い
と
定
義
す
る
こ
と

に
よ
り
、
当
初
所
得
と
再
分
配
所
得
の
差
分
で
、
社
会
保

障
制
度
と
税
制
に
よ
る
所
得
再
分
配
効
果
を
は
か
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
だ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

二
〇
〇
五
年
以
降
、
当
初
所
得
の
ジ
ニ
係
数
は
上
昇
傾

向
で
す
が
、
再
分
配
所
得
の
ジ
ニ
係
数
は
横
ば
い
か
、
や

や
減
少
傾
向
で
す
。
当
初
所
得
の
格
差
が
拡
大
し
て
い
る

原
因
と
し
て
は
、
当
初
所
得
が
、
公
的
年
金
・
給
与
を
は

じ
め
と
す
る
社
会
保
障
制
度
や
税
制
に
よ
る
所
得
再
分
配
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が
行
わ
れ
る
前
の
も
の
で
あ
る
た
め
、
高
齢
化
に
伴
っ
て

現
役
を
引
退
す
る
会
社
員
が
増
加
し
、
公
的
年
金
以
外
の

収
入
が
ほ
と
ん
ど
な
い
か
、
あ
っ
て
も
少
な
い
高
齢
者
が

増
加
し
て
い
る
と
い
う
、
高
齢
化
に
よ
る
影
響
が
大
き
い

と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

他
方
、
再
分
配
所
得
の
格
差
が
概
ね
横
ば
い
と
な
っ
て

い
る
理
由
と
し
て
は
、
社
会
保
障
制
度
や
税
制
に
よ
る
所

得
再
分
配
が
そ
の
機
能
を
発
揮
し
て
お
り
、
再
分
配
所
得

ベ
ー
ス
で
見
た
所
得
格
差
の
拡
大
を
抑
制
し
て
い
る
た
め

だ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

（
金
融
所
得
）

　

続
い
て
、
我
が
国
に
お
け
る
金
融
所
得
の
課
題
に
つ
い

て
で
す
。

　

ま
ず
、
家
計
に
お
け
る
金
融
所
得
（
利
子
・
配
当
）
の

推
移
で
す
。
金
融
所
得
全
体
を
見
る
と
、
一
九
九
四
年
に

は
約
二
八
兆
円
だ
っ
た
も
の
が
、
現
在
で
は
半
減
し
て
一

三
兆
円
程
度
で
推
移
し
て
い
ま
す
。
利
子
所
得
と
配
当
所

得
の
そ
れ
ぞ
れ
を
見
ま
す
と
、
一
九
九
四
年
時
点
で
利
子

所
得
は
二
五
兆
円
超
で
あ
っ
た
の
に
対
し
、
配
当
所
得
は

わ
ず
か
一
兆
円
ほ
ど
で
し
た
。

　

し
か
し
、
一
九
九
〇
年
代
半
ば
か
ら
バ
ブ
ル
崩
壊
を
受

け
た
日
本
銀
行
の
金
融
緩
和
政
策
等
の
影
響
で
銀
行
の
預

金
金
利
が
大
幅
に
低
下
し
、
超
低
金
利
の
状
況
が
長
期
化

し
、
二
○
二
○
年
時
点
で
は
、
預
入
金
額
一
〇
〇
〇
万
円

以
上
の
定
期
預
金
で
も
金
利
は
わ
ず
か
〇
・
〇
五
％
で

す
。
こ
れ
で
は
仮
に
一
〇
〇
〇
万
円
を
一
〇
年
間
預
け
入

れ
た
と
し
て
も
、
満
期
時
に
受
け
取
れ
る
額
は
税
引
き
後

で
約
一
〇
〇
四
万
円
と
、
元
本
か
ら
わ
ず
か
四
万
円
し
か

増
え
な
い
計
算
で
す
。

　

一
方
、
配
当
所
得
は
増
加
傾
向
に
あ
り
、
二
○
一
二
年

に
は
利
子
所
得
の
額
を
上
回
り
、
近
年
は
六
兆
円
超
で
推

移
し
て
い
ま
す
。

　

東
証
一
部
上
場
企
業
の
加
重
平
均
利
回
り
は
二
○
二
〇
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年
時
点
で
二
・
四
一
％
、
預
金
金
利
の
約
五
〇
倍
で
す
。

あ
ま
り
現
実
的
で
は
な
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
仮
に
先

ほ
ど
と
同
様
に
一
〇
〇
〇
万
円
を
利
率
二
・
四
％
で
一
〇

年
間
運
用
し
た
場
合
、
一
〇
年
後
は
税
引
き
後
で
約
一
二

一
五
万
円
と
な
り
、
そ
の
差
は
非
常
に
大
き
な
も
の
に
な

り
ま
す
。
で
す
か
ら
、
現
在
の
よ
う
な
超
低
金
利
の
状
況

で
は
預
貯
金
だ
け
で
資
産
形
成
を
行
う
の
は
非
常
に
難
し

く
、
家
計
の
可
処
分
所
得
の
向
上
の
た
め
に
も
、
配
当
所

得
の
重
要
性
は
非
常
に
増
し
て
い
ま
す
。

　

続
い
て
、
日
本
、
米
国
、
欧
州
に
お
け
る
家
計
金
融
資

産
の
比
較
で
す
。

　

日
本
に
お
け
る
家
計
金
融
資
産
の
構
成
を
見
る
と
、
ほ

と
ん
ど
収
益
を
生
ま
な
い
現
金
・
預
金
が
五
三
・
八
％

で
、
過
半
数
を
占
め
て
い
ま
す
。
一
方
、
米
国
で
は
現

金
・
預
金
は
わ
ず
か
一
二
・
七
％
、
欧
州
で
も
三
四
％
に

と
ど
ま
っ
て
お
り
、
欧
米
と
比
べ
る
と
日
本
は
明
ら
か
に

現
金
・
預
金
の
割
合
が
高
く
、
特
異
な
状
況
だ
と
言
え
ま

す
。

　

ま
た
、
上
場
株
式
、
投
資
信
託
、
非
上
場
株
式
な
ど
の

出
資
金
等
を
合
計
し
た
、
い
わ
ゆ
る
リ
ス
ク
資
産
の
割
合

は
、
日
本
が
一
五
・
四
％
で
あ
る
の
に
対
し
、
米
国
は
五

二
・
四
％
で
日
本
の
三
倍
以
上
、
欧
州
で
も
二
九
％
で
日

本
の
約
二
倍
で
す
。

　

我
が
国
に
お
い
て
は
、
政
府
が
推
進
し
て
い
る
「
貯
蓄

か
ら
投
資
へ
」
は
な
か
な
か
進
ん
で
い
な
い
状
況
で
す

が
、
金
融
所
得
を
確
保
し
つ
つ
安
定
的
な
資
産
形
成
を
行

う
た
め
に
は
、
家
計
の
金
融
資
産
の
リ
ス
ク
・
リ
タ
ー
ン

を
見
直
し
て
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
を
組

み
、
資
産
運
用
効
率
を
改
善
す
る
こ
と
が
重
要
だ
と
考
え

ら
れ
ま
す
。

　

続
い
て
、
超
高
齢
化
社
会
で
は
勤
労
所
得
よ
り
金
融
所

得
の
重
要
性
が
高
ま
る
と
い
う
こ
と
に
つ
い
て
お
話
し
し

ま
す
。

　

多
く
の
場
合
、
給
与
所
得
が
な
く
な
り
、
年
金
所
得
や
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金
融
所
得
が
主
な
収
入
源
と
な
る
六
五
歳
以
上
の
老
後
世

代
が
全
人
口
に
占
め
る
割
合
は
、
二
〇
〇
〇
年
に
一
七
・

三
％
だ
っ
た
も
の
が
、
二
○
一
九
年
に
は
二
八
・
四
％
、

二
〇
四
〇
年
に
は
、
出
生
中
位
、
死
亡
中
位
の
標
準
的
な

見
通
し
で
も
三
五
・
三
％
ま
で
増
加
し
、
三
人
に
一
人
が

高
齢
者
と
な
る
社
会
が
到
来
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
ま

す
。

　

一
方
、
給
与
な
ど
の
勤
労
所
得
を
主
な
収
入
源
と
す
る

一
八
歳
以
上
六
四
歳
以
下
の
現
役
世
代
が
全
人
口
に
占
め

る
割
合
は
、
二
〇
〇
〇
年
が
六
四
・
四
％
、
二
○
一
九
年

が
五
六
・
八
％
、
二
〇
四
〇
年
が
五
一
・
六
％
と
、
年
々

減
少
し
て
い
き
ま
す
。

　

さ
ら
な
る
高
齢
化
が
進
む
我
が
国
で
は
、
所
得
の
中
で

勤
労
所
得
よ
り
金
融
所
得
の
重
要
性
が
さ
ら
に
高
ま
っ
て

い
く
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
社
会
保
障
費
が
増
大

し
、
公
的
年
金
の
状
況
が
悪
化
し
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え

る
と
、
よ
り
豊
か
な
老
後
を
過
ご
す
た
め
に
は
、
現
役
世

代
か
ら
の
自
助
努
力
に
よ
る
資
産
形
成
が
よ
り
一
層
重
要

に
な
り
ま
す
。

　

御
参
考
ま
で
に
、
年
齢
階
層
別
の
家
計
の
実
物
資
産
・

金
融
資
産
・
負
債
残
高
を
確
認
す
る
と
、
資
産
総
額
は
年

齢
階
層
が
高
い
ほ
ど
多
く
、
七
〇
歳
以
上
が
最
も
多
く

な
っ
て
い
ま
す
。
一
方
、
四
〇
歳
代
ま
で
は
負
債
残
高
が

増
加
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
ど
の
年
齢
層
で
も
住
宅
・
宅

地
が
最
大
の
資
産
で
す
が
、
有
価
証
券
の
額
は
六
〇
歳
代

が
最
も
多
く
、
次
い
で
七
〇
歳
以
上
と
、
高
齢
層
が
有
価

証
券
を
多
く
保
有
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

　

な
お
、
各
年
齢
層
の
世
帯
所
得
に
つ
い
て
も
確
認
し
た

と
こ
ろ
、
高
齢
者
世
帯
の
年
間
の
収
入
は
、
六
〇
歳
代
が

五
七
二
万
円
、
七
〇
歳
代
が
四
四
九
万
円
で
す
が
、
金
融

所
得
は
六
〇
歳
代
の
世
帯
で
四
・
五
万
円
、
七
〇
歳
代
で

四
万
円
、
金
融
資
産
の
額
は
六
〇
歳
代
で
一
八
九
五
万

円
、
七
〇
歳
代
で
一
六
八
九
万
円
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え

る
と
、
ま
だ
十
分
な
水
準
に
は
な
っ
て
い
ま
せ
ん
。
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続
い
て
、
日
本
の
資
産
格
差
の
実
態
と
し
て
、
家
計
資

産
総
額
の
十
分
位
階
級
の
金
融
資
産
と
住
宅
・
宅
地
資
産

の
保
有
状
況
を
確
認
す
る
と
、
第
Ⅹ
階
級
の
保
有
資
産
額

は
突
出
し
て
お
り
、
第
Ⅸ
階
級
と
比
較
し
て
金
融
資
産
残

高
は
約
二
倍
、
住
宅
・
宅
地
資
産
は
約
三
倍
で
す
。
加
え

て
、
第
Ⅹ
階
級
へ
の
金
融
所
得
の
集
中
は
約
四
割
で
す
。

ま
た
、
先
ほ
ど
の
年
齢
階
層
別
の
資
産
残
高
と
同
様
に
、

ど
の
資
産
階
層
に
お
い
て
も
住
宅
・
宅
地
が
最
大
の
資
産

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

御
参
考
ま
で
に
、
可
処
分
所
得
・
金
融
資
産
残
高
・
住

宅
・
宅
地
資
産
の
ジ
ニ
係
数
を
確
認
す
る
と
、
等
価
可
処

分
所
得
の
ジ
ニ
係
数
と
比
較
し
て
、
等
価
金
融
資
産
残
高

や
等
価
住
宅
・
宅
地
資
産
額
の
ジ
ニ
係
数
の
水
準
は
総
じ

て
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

年
齢
階
級
別
に
見
ま
す
と
、
等
価
可
処
分
所
得
の
ジ
ニ

係
数
は
高
齢
者
が
比
較
的
高
く
、
等
価
金
融
資
産
残
高
と

等
価
住
宅
・
宅
地
資
産
額
の
ジ
ニ
係
数
は
、
一
八
歳
か
ら

五
四
歳
の
若
年
層
・
中
年
層
が
比
較
的
高
く
な
っ
て
い
ま

す
。
若
年
層
の
等
価
金
融
資
産
残
高
の
ジ
ニ
係
数
が
高
い

要
因
の
一
つ
と
し
て
は
、
後
ほ
ど
御
説
明
し
ま
す
が
、
い

わ
ゆ
る
金
融
資
産
ゼ
ロ
世
帯
の
比
率
が
高
く
な
っ
て
い
る

こ
と
な
ど
が
考
え
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
中
年
層
に
つ
い
て

は
、
就
職
氷
河
期
等
に
よ
り
生
じ
た
フ
ロ
ー
の
格
差
が
ス

ト
ッ
ク
の
格
差
と
し
て
蓄
積
さ
れ
て
し
ま
っ
た
こ
と
な
ど

が
、
世
代
内
格
差
を
大
き
く
し
て
い
る
要
因
と
考
え
ら
れ

ま
す
。三

、
所
得
格
差
の
国
際
比
較

　

続
い
て
所
得
格
差
の
国
際
比
較
で
す
。
日
本
、
ア
メ
リ

カ
、
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
所
得
階
級
別
の
人
員
と
所
得
の

分
布
を
比
較
し
ま
す
。

　

初
め
に
日
本
に
お
け
る
所
得
の
分
布
で
す
。
こ
れ
は
、

国
税
庁
の
「
申
告
所
得
税
標
本
調
査
」
と
「
民
間
給
与
実
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態
統
計
調
査
」
を
用
い
て
、
確
定
申
告
を
し
て
い
る
方
と

給
与
所
得
を
得
て
い
る
方
の
デ
ー
タ
を
も
と
に
作
成
し
て

い
ま
す
（
図
表
５
）。

　

ま
ず
人
員
ベ
ー
ス
の
グ
ラ
フ
で
は
、
三
〇
〇
万
円
超
五

〇
〇
万
円
以
下
が
ボ
リ
ュ
ー
ム
ゾ
ー
ン
で
、
五
〇
〇
万
円

以
下
が
過
半
数
を
占
め
、
一
億
円
超
は
わ
ず
か
〇
・
〇

四
％
と
非
常
に
少
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
全
体
的

な
分
布
の
特
徴
と
し
て
は
、
ボ
リ
ュ
ー
ム
ゾ
ー
ン
で
あ
る

三
〇
〇
万
円
超
五
〇
〇
万
円
以
下
を
中
心
と
し
た
山
型
に

な
っ
て
い
る
こ
と
で
す
。

　

金
額
ベ
ー
ス
の
グ
ラ
フ
は
、
所
得
階
級
別
ご
と
の
所
得

額
の
合
計
が
全
体
に
占
め
る
割
合
で
、
例
え
ば
三
〇
〇
万

円
以
上
五
〇
〇
万
円
以
下
の
人
々
の
所
得
を
合
計
す
る

と
、
全
体
の
所
得
の
二
七
・
一
％
に
な
る
こ
と
を
示
し
て

い
ま
す
。
我
が
国
に
お
い
て
は
、
所
得
一
億
円
超
の
人
々

の
所
得
の
合
計
は
約
六
兆
円
で
、
全
体
の
二
・
四
％
で

す
。
ま
た
、
人
員
ベ
ー
ス
の
グ
ラ
フ
と
金
額
ベ
ー
ス
の
グ

図表５�　日本における所得の分布（2019年分）

5.4%

7.0%

7.0%

17.2%

32.4%

16.1%

9.7%

4.8%

0.5%

0.1%

0.03%

0.009%

0.002%

0.001%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

100万円以下

150万円以下

200万円以下

300万円以下

500万円以下

700万円以下

1,000万円以下

2,000万円以下

5,000万円以下

1億円以下

2億円以下

5億円以下

10億円以下

10億円超

人員ベース

0.5%

2.2%

2.4%

9.3%

27.1%

20.2%

17.2%

14.5%

2.8%

1.2%

0.7%

0.6%

0.3%

0.7%

100万円以下

150万円以下

200万円以下

300万円以下

500万円以下

700万円以下

1,000万円以下

2,000万円以下

5,000万円以下

1億円以下

2億円以下

5億円以下

10億円以下

10億円超

金額ベース

5,163万人 251兆6,212億円

所得１億円超の割合
0.04％（約２万人）

所得１億円超の割合
2.4％（約６兆円）

〔出所〕�　国税庁「申告所得税標本調査（令和元年）」、「民間給与実態統計調査（令和元年）」
をもとに日証協作成
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ラ
フ
と
も
に
、
概
ね
似
た
よ
う
な
形
を
し
て
い
る
こ
と
が

日
本
の
特
徴
で
す
。

　

次
に
米
国
に
お
け
る
所
得
の
分
布
で
す
（
図
表
６
）。

　

米
国
で
は
、
基
本
的
に
所
得
が
あ
る
方
は
全
て
タ
ッ
ク

ス
リ
タ
ー
ン
と
呼
ば
れ
る
、
日
本
で
言
う
確
定
申
告
の
よ

う
な
手
続
を
毎
年
行
い
ま
す
が
、
日
本
と
は
異
な
り
、
単

身
者
、
夫
婦
合
算
、
夫
婦
別
々
の
三
種
類
の
ス
テ
ー
タ
ス

か
ら
選
択
で
き
る
た
め
、
人
員
ベ
ー
ス
で
は
な
く
、
件
数

ベ
ー
ス
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
ず
、
件
数
ベ
ー
ス
の
グ
ラ
フ
に
つ
い
て
日
本
と
比
べ

て
特
徴
的
な
の
は
、
ボ
リ
ュ
ー
ム
ゾ
ー
ン
が
一
つ
で
は
な

く
、
複
数
あ
る
点
で
す
。
ま
た
、
一
万
ド
ル
（
約
一
一
〇

万
円
）
未
満
の
層
が
一
二
・
六
％
と
日
本
の
倍
以
上
の
割

合
で
あ
る
一
方
、
所
得
一
〇
〇
万
ド
ル
（
約
一
億
一
〇
〇

〇
万
円
）
以
上
の
割
合
は
〇
・
四
％
、
五
三
万
件
で
、
日

本
と
比
べ
て
、
割
合
は
約
一
〇
倍
、
件
数
は
約
二
五
倍

で
、
ア
メ
リ
カ
の
富
裕
層
の
厚
さ
が
う
か
が
え
ま
す
。

図表６�　米国における所得の分布（2018年分）

12.6%

7.5%

6.7%

12.2%

18.1%

14.1%

9.0%

13.9%

4.5%

0.7%

0.2%

0.1%

0.02%

0.01%

$1万未満

$1.5万未満

$2万未満

$3万未満

$5万未満

$7.5万未満

$10万未満

$20万未満

$50万未満

$100万未満

$200万未満

$500万未満

$1,000万未満

$1,000万以上

件数ベース

0.8%

1.2%

1.5%

3.9%

9.1%

11.2%

10.0%

24.3%

16.6%

6.3%

3.9%

3.6%

2.0%

5.6%

$1万未満

$1.5万未満

$2万未満

$3万未満

$5万未満

$7.5万未満

$10万未満

$20万未満

$50万未満

$100万未満

$200万未満

$500万未満

$1,000万未満

$1,000万以上

金額ベース

1億5,181万件
11兆8,454億ドル

（≒1,302兆9,940億円）

所得100万ドル以上の割合
0.4％（約53万件）

所得100万ドル以上の割合
15.0％

（約1.8兆ドル≒198兆円）

〔出所〕�　IRS（2018年分）より日証協作成
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金
額
ベ
ー
ス
の
グ
ラ
フ
も
、
日
本
と
は
異
な
り
、
所
得

一
〇
〇
万
ド
ル
超
の
世
帯
が
一
五
・
○
％
、
一
〇
〇
〇
万

ド
ル
の
層
だ
け
で
も
全
体
の
五
・
六
％
を
占
め
て
い
ま

す
。
日
本
で
は
所
得
一
億
円
以
上
の
層
が
占
め
る
割
合
が

二
・
四
％
だ
っ
た
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
、
ア
メ
リ
カ
で
は

一
部
の
超
富
裕
層
に
所
得
が
極
度
に
集
中
し
て
い
ま
す
。

　

イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
所
得
の
分
布
を
見
て
み
る
と
、
人

員
ベ
ー
ス
の
グ
ラ
フ
は
日
本
と
似
た
よ
う
な
形
で
す
が
、

金
額
ベ
ー
ス
の
グ
ラ
フ
で
は
一
〇
〇
万
ポ
ン
ド
（
約
一
億

四
〇
〇
〇
万
円
）
以
上
の
層
に
集
中
し
て
い
ま
す
。
人
員

ベ
ー
ス
で
は
わ
ず
か
〇
・
○
六
％
の
人
々
の
所
得
を
合
計

す
る
と
約
四
六
〇
億
ポ
ン
ド
（
約
六
・
四
兆
円
）
で
、
ア

メ
リ
カ
ほ
ど
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
一
部
に
所
得
が
集
中

し
て
い
ま
す
。

　

所
得
の
分
布
を
ア
メ
リ
カ
や
イ
ギ
リ
ス
と
比
較
す
る

と
、
相
対
的
に
見
て
、
日
本
で
は
富
裕
層
へ
の
過
度
な
所

得
の
集
中
は
そ
れ
ほ
ど
起
こ
っ
て
い
ま
せ
ん
。

　

続
い
て
、
各
国
の
所
得
格
差
を
等
価
可
処
分
所
得
の
ジ

ニ
係
数
か
ら
見
て
い
き
ま
す
。

　

グ
ラ
フ
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
が
公
表
し
て
い
る
各
国
の
等
価

可
処
分
所
得
の
ジ
ニ
係
数
の
推
移
で
す
（
図
表
７
）。
日

本
の
等
価
可
処
分
所
得
の
ジ
ニ
係
数
は
、
厚
生
労
働
省
の

「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
の
数
値
が
用
い
ら
れ
て
お
り
、

Ｇ
７
各
国
の
中
で
も
中
程
度
の
水
準
で
、
概
ね
横
ば
い
で

推
移
し
て
い
ま
す
。
一
方
、
日
本
や
カ
ナ
ダ
を
除
く
Ｇ
７

各
国
で
は
、
ジ
ニ
係
数
が
上
昇
傾
向
で
あ
る
こ
と
が
わ
か

り
ま
す
。

　

な
お
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
統
計
に
は
注
釈
が
あ
り
ま
し
て
、

別
統
計
で
あ
る
総
務
省
「
全
国
家
計
構
造
調
査
」
で
は
等

価
可
処
分
所
得
の
中
央
値
が
高
く
、
ジ
ニ
係
数
は
低
く
な

る
旨
が
補
足
さ
れ
て
い
ま
す
。
グ
ラ
フ
上
に
星
で
示
し
て

い
る
と
お
り
、「
全
国
家
計
構
造
調
査
」
の
ジ
ニ
係
数
は

二
○
一
九
年
時
点
で
二
・
八
八
と
、
Ｇ
７
各
国
で
最
も
低

い
水
準
で
す
。
こ
の
二
・
八
八
と
い
う
数
字
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
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Ｄ
の
新
し
い
所
得
の
定
義
に
基
づ
く
数
値
の
た
め
、
先
ほ

ど
日
本
の
等
価
可
処
分
所
得
の
ジ
ニ
係
数
で
御
紹
介
し
た

数
値
と
は
若
干
異
な
っ
て
い
ま
す
。

　

日
本
の
ジ
ニ
係
数
は
統
計
に
よ
り
結
果
に
差
が
あ
り
、

水
準
に
つ
い
て
は
、
諸
外
国
と
比
較
し
て
一
概
に
高
い
と

も
低
い
と
も
言
え
な
い
状
況
で
す
が
、
概
ね
横
ば
い
で
推

移
し
て
い
る
点
は
両
調
査
に
共
通
し
て
お
り
、
他
国
と
比

較
し
た
場
合
、
格
差
の
拡
大
が
進
ん
で
い
る
と
は
言
え
な

い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

次
は
、
相
対
的
貧
困
率
の
推
移
の
国
際
比
較
で
す
（
図

表
８
）。
こ
ち
ら
も
「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
の
数
値
が

用
い
ら
れ
て
い
ま
す
。
日
本
の
相
対
的
貧
困
率
は
Ｇ
７
各

国
の
中
で
も
比
較
的
高
い
水
準
で
、
概
ね
横
ば
い
で
推
移

し
て
い
ま
す
が
、
日
本
や
カ
ナ
ダ
以
外
の
Ｇ
７
各
国
で
は

相
対
的
貧
困
率
が
上
昇
し
て
い
ま
す
。
こ
ち
ら
も
「
全
国

家
計
構
造
調
査
」
の
数
値
を
用
い
た
場
合
は
一
一
・
二
％

で
、
下
か
ら
三
番
目
の
水
準
に
な
り
、
国
際
的
な
位
置
づ

図表７�　等価可処分所得のジニ係数の推移（国際比較）
 日本の等価可処分所得のジニ係数はＧ７各国の中でも中程度の水準だが、概ね横ばいで推移。

 一方、日本やカナダを除くＧ７各国では、ジニ係数が上昇している。

G7各国の等価可処分ジニ係数の推移
2000年 2018年

0.357
0.390↑
（2017年）

0.352 0.366↑

0.337 0.334↓

0.323 0.330↑

0.315 0.303↓

0.287 0.301↑

0.264 0.289↑0.25

0.3

0.35

0.4

2000年 2003年 2006年 2009年 2012年 2015年 2018年

米国

英国

日本

イタリア

カナダ

フランス

ドイツ

★2.88
全国家計構造調査（2019）

（注）�　１�．2012年以降は、日本及び米国（2012年）を除き、OECDの新しい所得の定義に基づく
数値。
２．米国（2018年）は2017年の数値を代用。

〔出所〕�　OECD
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け
は
一
概
に
は
言
え
ま
せ
ん
が
、
日
本
は
概
ね
横
ば
い
、

な
い
し
は
減
少
傾
向
で
あ
る
こ
と
が
見
て
と
れ
ま
す
。

　

続
い
て
、
所
得
階
級
別
平
均
所
得
の
推
移
を
日
米
で
比

較
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

一
九
九
五
年
時
点
を
一
〇
〇
と
し
て
、
所
得
階
級
別
の

平
均
所
得
の
推
移
を
見
て
み
た
と
こ
ろ
、
米
国
で
は
全
て

の
所
得
階
級
で
平
均
所
得
が
増
加
し
て
い
ま
す
。
例
え
ば

一
番
低
い
第
Ⅰ
階
級
は
、
一
九
九
五
年
の
一
一
・
一
千
ド

ル
（
約
一
二
二
万
円
）
が
二
○
一
八
年
に
は
一
・
四
倍
の

一
五
・
八
千
ド
ル
（
約
一
七
四
万
円
）
に
、
一
番
高
い
第

Ⅴ
階
級
も
、
二
〇
四
・
八
千
ド
ル
（
約
二
二
四
四
万
円
）

が
一
・
六
倍
の
三
二
四
・
一
千
ド
ル
（
約
三
五
六
四
万

円
）
に
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
日
本
は
全
て
の
所
得
階
級
で
平
均
所
得
が
減
少

し
て
い
ま
す
。
例
え
ば
第
Ⅰ
階
級
は
一
九
九
五
年
に
は
一

六
三
・
一
万
円
で
、
ア
メ
リ
カ
の
一
一
・
一
千
ド
ル
（
約

一
二
二
万
円
）
よ
り
も
高
水
準
で
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら

図表８�　相対的貧困率の推移（国際比較）
 日本の相対的貧困率はＧ７各国の中でも比較的高い水準だが、概ね横ばいで推移。

 一方、日本やカナダを除くＧ７各国では、相対的貧困率が上昇している。

G7各国の相対的貧困率の推移

2000年 2018年

16.9％
17.8％↑
（2017年）

15.3％ 15.4％↑

12.2％ 14.2％↑

11.4％ 11.8％↑

11.0％ 11.7％↑

7.6％ 9.8％↑

7.2％ 8.5％↑6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

2000年 2003年 2006年 2009年 2012年 2015年 2018年

米国

日本

イタリア

カナダ

英国

ドイツ

フランス

★11.2
全国家計構造調査（2019）

（注）�　１�．相対的貧困率は、所得中央値の50％（いわゆる「貧困線」）を下回る所
得しか得ていない者の割合。
２�．2012年以降は、日本及び米国（2012年）を除き、OECDの新しい所得の
定義に基づく数値。
３．米国（2018年）は2017年の数値を代用。

〔出所〕�　OECD
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ず
、
二
○
一
八
年
に
は
二
三
・
二
％
減
の
一
二
五
・
二
万

円
と
な
り
、
ア
メ
リ
カ
の
第
Ⅰ
階
級
に
越
さ
れ
て
い
ま

す
。
第
Ⅴ
階
級
も
、
一
九
九
五
年
の
一
四
二
三
・
二
万
円

が
二
○
一
八
年
に
は
一
二
・
二
％
減
の
一
二
四
九
・
八
万

円
で
、
ア
メ
リ
カ
と
の
差
は
さ
ら
に
開
く
一
方
で
す
。

　

こ
の
よ
う
に
、
日
本
に
お
い
て
は
所
得
格
差
の
拡
大
と

い
う
よ
り
全
体
の
地
盤
沈
下
が
問
題
で
す
。

四
、
資
産
格
差
の
国
際
比
較

　

次
は
資
産
格
差
の
国
際
比
較
で
す
。

　

ま
ず
富
裕
層
へ
の
富
の
集
中
度
合
い
に
つ
い
て
、
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
が
公
表
し
て
い
る
、
各
国
に
お
け
る
上
位
一
％
及
び

一
〇
％
の
層
が
全
体
に
占
め
る
割
合
を
見
て
み
ま
す
（
図

表
９
）。
ア
メ
リ
カ
で
は
上
位
一
％
が
四
〇
％
、
上
位
一

〇
％
が
七
九
％
、
イ
ギ
リ
ス
で
も
上
位
一
％
が
二
三
％
、

上
位
一
〇
％
が
五
二
％
の
富
を
占
め
て
い
る
と
い
う
状
況

図表９�　富裕層への富の集中度合についてOECDによる富の集中の各国
比較（上位 1％及び上位10％の層の富が全体に占める割合）

40%

27% 25% 23% 23% 23% 23% 23% 20% 20% 20% 19% 19% 19% 18% 17% 16% 16% 16% 15% 15% 15% 14% 14% 12% 12% 11% 9%

79%

63%
58%

54%

62%
56%

54% 52% 51% 53% 50% 52% 51%
55%

51% 49% 47% 49%

57%

44%
50% 48% 47%

41% 41%
43% 41% 41%

上位1％ 上位10％

 日本において上位1％の層、上位10％の層が占める富の割合はそれぞれ11％、41％で、OECDが統計を公表している27
か国のうち２番目に低い値。

⇒ 富裕層への富の集中度合は相対的に低い水準となっている

（注）�　各国の数値は公表されているもののうち、最新のもの。
〔出所〕�　OECDより日証協作成
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で
す
。

　

日
本
で
は
、
上
位
一
％
が
一
一
％
、
上
位
一
〇
％
が
四

一
％
で
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
が
統
計
を
公
表
し
て
い
る
二
七
カ
国

の
う
ち
二
番
目
に
低
い
水
準
と
な
っ
て
い
て
、
富
裕
層
へ

の
富
の
集
中
度
合
い
は
相
対
的
に
低
い
も
の
と
考
え
ら
れ

ま
す
。
な
お
、
こ
の
日
本
の
数
値
は
「
全
国
家
計
構
造
調

査
」
の
数
値
が
用
い
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、
先
ほ
ど
日
本

の
資
産
格
差
の
実
態
で
御
紹
介
し
た
十
分
位
階
級
別
の
資

産
保
有
状
況
と
も
整
合
が
と
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
フ
ラ
ン
ス
の
経
済
学
者
ト
マ
・
ピ
ケ
テ
ィ
ら
が

設
立
し
た
世
界
不
平
等
研
究
所
が
公
表
し
て
い
る
Ｗ
Ｉ
Ｄ

（
世
界
不
平
等
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
）
に
よ
る
富
の
集
中
の
各

国
比
較
で
す
（
図
表
10
）。
こ
の
推
計
に
は
、
各
国
の
公

表
資
料
の
み
な
ら
ず
、
日
本
を
含
む
一
部
の
国
に
つ
い
て

は
、
フ
ォ
ー
ブ
ス
の
「
世
界
長
者
番
付
」
を
使
用
し
て
、

ビ
リ
オ
ネ
ア
の
デ
ー
タ
ま
で
反
映
さ
れ
て
い
ま
す
。
Ｗ
Ｉ

Ｄ
の
推
計
結
果
を
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
統
計
と
比
較
し
ま
す
と
、

図表10�　WID による富の集中の各国比較（上位 1％及び上位10％の
層の富が全体に占める割合）

 WID（世界不平等データベース）は、トマ・ピケティが設立した世界不平等研究所が公表しているもの。日本を含む一部の
国については、所得格差のデータから独自に推計した数値を使用している。

 推計には、フォーブスの「世界長者番付」を使用してビリオネアのデータまで反映されているとされている。

 推計結果をOECDの推計と比較してみると、OECDの数値よりも不平等がより強調された国もある一方で、不平等が緩和
された国（例えば、米国、英国、オランダ）も存在することに留意が必要。

50%

35% 33% 33% 31% 30% 30% 29% 29% 27% 26% 26% 25% 24% 24% 24% 24% 24% 23% 23% 23% 23% 21%
19% 18% 18% 16% 15%

80%

71%
67% 66%

62% 62% 60% 59% 61% 59% 59% 61%
58% 58% 58%

61%
66%

56% 57% 57%
52% 51%

57% 56%

48% 50% 48%
52%

上位1％ 上位10％

（注）�　2021年の値。
〔出所〕�　WIDより日証協作成
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ビ
リ
オ
ネ
ア
の
デ
ー
タ
が
反
映
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
よ

り
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
数
値
よ
り
も
不
平
等
が
よ
り
強
調
さ
れ

た
国
が
あ
る
一
方
で
、
米
国
、
英
国
、
オ
ラ
ン
ダ
の
よ
う

に
、
不
平
等
が
緩
和
さ
れ
た
国
が
存
在
す
る
こ
と
に
留
意

が
必
要
で
す
。

　

日
本
の
場
合
は
、
先
ほ
ど
御
紹
介
し
た
と
お
り
、
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
の
統
計
で
は
上
位
一
％
が
一
一
％
、
上
位
一
〇
％
が

四
一
％
で
あ
っ
た
の
に
対
し
て
、
Ｗ
Ｉ
Ｄ
の
推
計
で
は
、

上
位
一
％
が
二
四
％
、
上
位
一
〇
％
が
五
八
％
と
、
上
位

一
％
の
保
有
率
が
大
幅
に
増
加
し
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う

に
、
Ｗ
Ｉ
Ｄ
の
推
計
で
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
統
計
と
比
較
し
て

日
本
の
不
平
等
が
強
調
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
全
体
と
し

て
見
れ
ば
日
本
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
平
均
以
下
で
、
Ｇ
７
の
中

で
は
下
か
ら
三
番
目
で
す
。

　

な
お
、
フ
ォ
ー
ブ
ス
の
「
世
界
長
者
番
付
」
の
上
位
四

〇
名
に
は
、
ア
メ
リ
カ
が
二
〇
名
、
中
国
が
七
名
リ
ス
ト

ア
ッ
プ
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
日
本
は
、
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
の

孫
氏
、
ユ
ニ
ク
ロ
の
柳
井
氏
の
二
名
で
す
（
図
表
11
）。

　

続
い
て
富
の
集
中
構
造
に
つ
い
て
で
す
（
図
表
12
）。

　

富
の
集
中
構
造
の
国
際
比
較
の
ポ
イ
ン
ト
と
し
て
、
世

界
全
体
や
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
富
裕
層
の
人
数
が
占

め
る
割
合
は
富
の
水
準
が
上
が
る
ほ
ど
少
な
く
な
る
ピ
ラ

ミ
ッ
ド
型
で
す
が
、
保
有
資
産
額
が
占
め
る
割
合
は
富
の

水
準
が
上
が
る
ほ
ど
大
き
く
な
る
逆
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
型
で
、

ご
く
一
部
の
超
富
裕
層
へ
の
過
度
な
富
の
集
中
や
、
富
裕

層
の
さ
ら
な
る
富
裕
化
が
問
題
視
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

日
本
に
お
い
て
は
、
富
裕
層
の
人
数
が
占
め
る
割
合
、

保
有
資
産
額
が
占
め
る
割
合
と
も
に
、
富
の
水
準
が
上
が

る
ほ
ど
少
な
く
な
る
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
型
で
、
世
界
全
体
や
米

国
と
は
富
の
集
中
構
造
が
大
き
く
異
な
り
、
諸
外
国
の
議

論
を
そ
の
ま
ま
当
て
は
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
考
え
ら

れ
ま
す
。

　

ま
ず
、
世
界
全
体
に
お
け
る
富
の
集
中
を
見
て
い
き
ま

す
（
図
表
13
）。
こ
れ
は
、
ク
レ
デ
ィ
ス
イ
ス
が
公
表
し
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て
い
る
「Global W

ealth Report

」
の
推
計
デ
ー
タ
に

よ
り
作
成
し
ま
し
た
。「Global W

ealth Report

」
は
、

ク
レ
デ
ィ
ス
イ
ス
が
、
二
○
○
を
超
え
る
国
・
地
域
の
五

〇
億
人
の
成
人
が
保
有
す
る
富
に
つ
い
て
、
公
表
済
み
の

情
報
と
推
計
を
組
み
合
わ
せ
て
独
自
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を

構
築
し
て
作
成
し
た
も
の
で
す
。
こ
こ
で
の
「
富
」
と

は
、「
金
融
資
産
の
価
値
に
家
計
が
保
有
す
る
実
物
資
産

（
主
に
住
宅
な
ど
）
の
価
値
を
加
え
、
債
務
を
差
し
引
い

た
も
の
」
と
定
義
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

左
側
の
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
型
の
図
を
見
る
と
、
一
〇
〇
万
ド

ル
以
上
の
富
を
保
有
す
る
人
々
は
世
界
全
体
の
約
一
・

一
％
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
一
万
ド
ル
未
満
の
人
々
は
五

五
％
で
、
過
半
数
を
占
め
ま
す
。

　

右
側
の
図
で
は
、
一
〇
〇
万
ド
ル
以
上
の
富
を
保
有
す

る
一
・
一
％
の
人
々
が
保
有
す
る
富
の
総
額
は
一
九
一
・

六
兆
ド
ル
で
、
世
界
全
体
の
富
の
約
半
分
を
占
め
る
一

方
、
一
万
ド
ル
未
満
の
層
が
持
つ
富
の
総
額
は
わ
ず
か

図表11�　フォーブス「世界長者番付・億万長者ランキング（2021年版）」
順位 名前 関連 国 年齢

資産額
(10億＄)

資産額
(兆円)

1 ジェフ・ベゾス アマゾン アメリカ 57 177.0 19.29

2 イーロン・マスク テスラ アメリカ 49 151.0 16.46

3 ベルナール・アルノー LVMH フランス 72 150.0 16.35

4 ビル・ゲイツ マイクロソフト アメリカ 65 124.0 13.52

5 マーク・ザッカーバーグ フェイスブック アメリカ 36 97.0 10.57

6 ウォーレン・バフェット ﾊﾞｰｸｼｬｰ･ﾊｻｳｪｲ アメリカ 90 96.0 10.46

7 ラリー・エリソン オラクル アメリカ 76 93.0 10.14

8 ラリー・ペイジ グーグル アメリカ 48 91.5 9.97

9 セルゲイ・ブリン グーグル アメリカ 47 89.0 9.70

10 ムケシュ・アンバニ ﾘﾗｲｱﾝｽ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ インド 63 84.5 9.21

11 アマンシオ・オルテガ ｲﾝﾃﾞｨﾃｯｸｽ(ｻﾞﾗ) スペイン 85 77.0 8.39

12
ﾌﾗﾝｿﾜｰｽﾞ･ﾍﾞｯﾃﾝｺｰﾄ･ﾏｲ
ﾔｰｽﾞ

ロレアル フランス 67 73.6 8.02

13 鍾睒睒 農夫山泉 中国 66 68.9 7.51

14 スティーブ・バルマー マイクロソフト アメリカ 65 68.7 7.49

15 馬化騰 テンセント 中国 49 65.8 7.17

16 カルロス・スリム ﾃﾚﾌｫﾉｽ･ﾃﾞ･ﾒﾋｺ メキシコ 81 62.8 6.85

17 アリス・ウォルトン ウォルマート アメリカ 71 61.8 6.74

18 ジム・ウォルトン ウォルマート アメリカ 72 60.2 6.56

19 ロブ・ウォルトン ウォルマート アメリカ 76 59.5 6.49

20 ﾏｲｹﾙ･ﾌﾞﾙｰﾑﾊﾞｰｸﾞ ブルームバーグ アメリカ 79 59.0 6.43

順位 名前 関連 国 年齢
資産額

(10億＄)
資産額
(兆円)

21 黄峥 拼多多 中国 41 55.3 6.03

22 マッケンジー・スコット アマゾン アメリカ 50 53.0 5.78

23 ダニエル・ギルバート ｸｲｯｹﾝ･ﾛｰﾝｽﾞ アメリカ 59 51.9 5.66

24 ゴータム・アダニ アダニ・グループ インド 58 50.5 5.50

25 フィル・ナイト ナイキ アメリカ 83 49.9 5.44

26 ジャック・マー アリババ 中国 56 48.4 5.28

27 チャールズ・コーク ｺｰｸ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ アメリカ 85 46.4 5.06

27 ジュリア・コーク ｺｰｸ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ アメリカ 58 46.4 5.06

29 孫正義 ソフトバンク 日本 63 45.4 4.95

30 マイケル・デル デル アメリカ 56 45.1 4.92

31 柳井正
ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ(ﾕﾆｸ
ﾛ)

日本 72 44.1 4.81

32 フランソワ・ピノー ケリング フランス 84 42.3 4.61

33 デイヴィッド・トムソン トムソン カナダ 63 41.8 4.56

34
ﾍﾞｱﾃ･ﾊｲｽﾀｰ&ｶｰﾙ･ｱﾙﾌﾞ
ﾚﾋﾄJr.

アルディ ドイツ N/A 39.2 4.27

35 王衛 順豊エクスプレス 中国 50 39.0 4.25

36 ミリアム・アデルソン ラスベガス・サンズ アメリカ 75 38.2 4.16

37 何享健 美的集団 中国 78 37.7 4.11

38 ディーター・シュワルツ シュワルツグループ ドイツ 81 36.9 4.02

39 張一鳴 ByteDance(TikTok) 中国 37 35.6 3.88

40 ジョヴァンニ・フェレロ フェレロ ベルギー 56 35.1 3.83

〔出所〕�　フォーブス「世界長者番付・億万長者ランキング（2021年版）」より日証協作成
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一
・
三
％
で
、
イ
メ
ー
ジ
と
し
て
は
逆
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
型
で

す
。

　

次
に
米
国
に
つ
い
て
で
す
。
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
国
際
投
信
株

式
会
社
の
「
世
界
ウ
ェ
ル
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
最
新
動
向
」

に
掲
載
さ
れ
て
い
た
、
ア
メ
リ
カ
の
金
融
サ
ー
ビ
ス
調
査

会
社
リ
ム
ラ
の
推
計
デ
ー
タ
を
も
と
に
、
米
国
の
富
の
集

中
に
つ
い
て
見
て
み
ま
す
。
な
お
、
先
ほ
ど
の
ク
レ
デ
ィ

ス
イ
ス
の
推
計
デ
ー
タ
と
は
異
な
り
、
投
資
家
の
資
産
か

ら
住
宅
等
は
除
か
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
ず
、
三
五
〇
万
ド
ル
以
上
の
世
帯
が
一
・
六
％
で
、

一
〇
万
ド
ル
未
満
の
世
帯
は
六
九
・
六
％
と
過
半
数
を
占

め
て
い
ま
す
。
そ
の
一
・
六
％
の
世
帯
が
保
有
す
る
投
資

可
能
資
産
額
は
四
六
・
八
％
で
、
約
半
数
を
占
め
て
い
ま

す
。
一
方
、
六
九
・
六
％
の
世
帯
が
保
有
す
る
投
資
可
能

資
産
額
は
わ
ず
か
三
・
八
％
で
、
こ
ち
ら
も
イ
メ
ー
ジ
と

し
て
は
逆
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
型
で
す
。

　

最
後
は
日
本
に
お
け
る
富
の
集
中
に
つ
い
て
で
す
（
図

図表12�　富の集中構造の国際比較のポイント
 世界全体や米国において、富裕層の人数が占める割合は富の水準が上がるほど少なくなる（ピラミッド型）。

 一方で、保有資産額が占める割合は富の水準が上がるほど大きくなる（逆ピラミッド型）。

⇒ 極一部の超富裕層への「過度な富の集中」や「富裕層の富裕化」が問題視されている

人数 保有資産額

 日本においては、富裕層の人数が占める割合、保有資産額が占める割合ともに、富の水準が上がるほど少なくなる
（ピラミッド形）。

⇒ 世界全体や米国とは富の集中構造が大きく異なり、諸外国の議論をそのまま当てはめることはできない

人数 保有資産額
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表
14
）。
こ
れ
は
野
村
総
合
研
究
所
の
推
計
デ
ー
タ
を
も

と
に
作
成
し
ま
し
た
。
こ
の
推
計
デ
ー
タ
は
、
国
税
庁
の

「
統
計
年
報
」、
総
務
省
の
「
全
国
家
計
構
造
調
査
」、
厚

生
労
働
省
の
「
人
口
動
態
調
査
」、
国
立
社
会
保
障
・
人

口
問
題
研
究
所
の
「
日
本
の
世
帯
数
の
将
来
推
計
」、
東

証
Ｔ
Ｏ
Ｐ
Ｉ
Ｘ
及
び
野
村
総
合
研
究
所
が
実
施
し
た
各
種

ア
ン
ケ
ー
ト
な
ど
が
も
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
な
お
、
こ

の
推
計
対
象
に
は
、
国
外
財
産
調
書
制
度
の
対
象
と
な
る

金
融
資
産
も
含
ま
れ
て
い
ま
す
。「
純
金
融
資
産
」
と

は
、「
預
貯
金
、
株
式
、
債
券
、
投
資
信
託
、
一
時
払
い

生
命
保
険
や
年
金
保
険
な
ど
、
世
帯
と
し
て
保
有
す
る
金

融
資
産
の
合
計
額
か
ら
負
債
を
差
し
引
い
た
も
の
」
と
定

義
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
ず
、
日
本
で
は
五
億
円
以
上
保
有
す
る
世
帯
は
〇
・

二
％
、
一
億
円
以
上
保
有
す
る
世
帯
は
二
・
三
％
で
、
三

〇
〇
〇
万
円
未
満
の
世
帯
は
七
八
・
〇
％
で
す
。

　

次
に
、
純
金
融
資
産
保
有
額
の
合
計
は
、
五
億
円
以
上

図表13�　世界全体における富の集中
人数 富の総額

1万ドル未満

100万ドル以上

10万ドル以上
100万ドル未満

1万ドル以上
10万ドル未満

5,600万人（1.1％）

5億8300万人
（11.1％）

17億1,500万人
（32.8％）

28億7,900万人
（55.0％）

191.6兆ドル
（45.8％）

163.9兆ドル
（39.1％）

57.3兆ドル（13.7％）

5.5兆ドル（1.3％）

〔出所〕�　クレディスイス「Global Wealth Report 2021」より日証協作成
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の
層
が
六
・
二
％
、
一
億
円
以
上
の
層
が
一
五
・
二
％
で

あ
る
の
に
対
し
、
三
〇
〇
〇
万
円
未
満
の
層
は
四
二
・

二
％
で
、
イ
メ
ー
ジ
と
し
て
は
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
型
で
、
世
界

全
体
や
ア
メ
リ
カ
と
は
富
の
集
中
や
分
布
の
構
造
が
大
き

く
異
な
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

　

続
い
て
世
界
と
日
本
の
富
の
集
中
の
推
移
に
つ
い
て
で

す
。

　

ま
ず
世
界
全
体
の
富
の
集
中
の
推
移
を
見
ま
す
と
、
ク

レ
デ
ィ
ス
イ
ス
の
「Global W

ealth Report

」
に
よ
れ

ば
、
こ
の
一
〇
年
余
り
で
一
〇
〇
万
ド
ル
以
上
の
資
産
を

持
つ
層
の
富
の
総
額
は
、
六
九
・
二
兆
ド
ル
か
ら
一
九

一
・
六
兆
ド
ル
、
約
二
・
七
倍
に
増
加
し
て
い
ま
す
。
さ

ら
に
、
一
〇
〇
万
ド
ル
以
上
の
資
産
を
持
つ
層
が
富
全
体

に
占
め
る
割
合
も
三
五
・
六
％
か
ら
四
五
・
八
％
に
増
加

し
て
い
て
、
世
界
全
体
で
見
る
と
、
富
裕
層
ほ
ど
資
産
の

伸
び
が
大
き
か
っ
た
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
野
村
総
合
研
究
所
の
推
計
デ
ー
タ
か
ら
日
本
の

図表14�　日本の富裕層の富の集中の推移
 2019年、超富裕層（純金融資産保有額５億円以上）、富裕層（同１億円以上５億円未満）の世帯数・純金融資産保有額と

もに2005年以降最多。

 ただし、準富裕層（同5,000万円以上１億円未満）、アッパーマス層（同3,000万円以上5,000万円未満）、マス層（同3,000万
円未満）の世帯数・純金融資産額も増加している。

⇒ 日本では、富裕層ほど資産の伸びが大きかったとは言えない

512 470 480 500 539 
603 

673 656 

246 
254 225 

254 
264 

282 

320 310 
182 195 181 

196 
242 

245 

247 255 
167 189 

150 
144 

168 

197 

215 236 

46 65 

45 
44 

73 

75 

84 97 

2005年 2007年 2009年 2011年 2013年 2015年 2017年 2019年

マス層 アッパーマス層 準富裕層 富裕層 超富裕層

3,832 3,940 4,016 4,048 4,183 4,173 4,203 4,216 

702 660 639 638 
652 681 720 712 280 271 270 269 
315 315 322 342 

81 84 80 76 
95 114 118 124 

5 6 5 5 
5 7 8 9 

2005年 2007年 2009年 2011年 2013年 2015年 2017年 2019年

マス層 アッパーマス層 準富裕層 富裕層 超富裕層

世帯数の推移（万世帯） 純金融資産保有額の推移（兆円）

（注）�　純金融資産保有額は世帯として保有する金融資産の合計額から負債を差し引いた額
〔出所〕�　野村総合研究所より日証協作成
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富
裕
層
の
富
の
集
中
の
推
移
を
見
ま
す
と
、
二
○
一
九
年

は
純
金
融
資
産
保
有
額
が
五
億
円
以
上
の
超
富
裕
層
、
一

億
円
以
上
五
億
円
未
満
の
富
裕
層
の
世
帯
数
と
純
金
融
資

産
保
有
額
は
と
も
に
、
野
村
総
合
研
究
所
が
推
計
を
始
め

た
二
○
○
五
年
以
降
、
最
多
と
な
っ
て
い
ま
す
（
図
表

15
）。

　

た
だ
し
、
純
金
融
資
産
保
有
額
五
〇
〇
〇
万
円
以
上
一

億
円
未
満
の
準
富
裕
層
、
三
〇
〇
〇
万
円
以
上
五
〇
〇
〇

万
円
未
満
の
ア
ッ
パ
ー
マ
ス
層
、
三
〇
〇
〇
万
円
未
満
の

マ
ス
層
の
世
帯
数
と
純
金
融
資
産
保
有
額
も
増
加
し
て
お

り
、
日
本
で
は
富
裕
層
ほ
ど
資
産
の
伸
び
が
大
き
か
っ
た

と
は
言
え
な
い
状
況
で
す
。

　

ま
た
、
超
富
裕
層
と
富
裕
層
の
純
金
融
資
産
保
有
額

は
、
一
八
八
兆
円
か
ら
三
三
三
兆
円
と
一
・
七
七
倍
に
、

富
全
体
に
占
め
る
割
合
も
一
六
・
五
％
か
ら
二
一
・
四
％

に
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
同
時
期
に
超
富
裕
層
・
富
裕
層
の
世
帯
数
も

図表15�　日本の富裕層の富の集中の推移

１世帯あたりの純金融資産保有額の推移

100%

103%

96%

102%

108%

100%

106%

114%

123%
121%

90%

95%

100%

105%

110%

115%

120%

125%

130%

2011年 2013年 2015年 2017年 2019年

超富裕層・富裕層 準富裕層・アッパーマス層・マス層

 超富裕層・富裕層の純金融資産保有額は188兆円（2011年）から333兆円（2019年）と1.77倍にまで増加している。富全体
に占める割合も、16.5%から21.4%に増加している。

 しかしながら、同時期、超富裕層・富裕層の世帯数も1.64倍に増加しており、１世帯あたりの純金融資産保有額が大幅に
増加しているわけではない。

 むしろ、１世帯あたりの純金融資産保有額の増加率は準富裕層・アッパーマス層・マス層の方が大きかった。

⇒ 一部の富裕層の資産が増えたのではなく、新たに富裕層となる者が加わったことで富裕層の資産額が増加した

富める者だけがさらに富んだというわけではない

超富裕層・富裕層
準富裕層・

アッパーマス層・
マス層

2011年
2億3,210万円

（100%）
1,917万円
（100%）

2013年
2億3,932万円

（103%）
2,029万円
（106%）

2015年
2億2,350万円

（96%）
2,186万円
（114%）

2017年
2億3,599万円

（102%）
2,364万円
（123%）

2019年
2億5,094万円

（108%）
2,317万円
（121%）

（2011年比）

〔出所〕�　野村総合研究所より日証協作成
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一
・
六
四
倍
に
増
加
し
て
お
り
、
一
世
帯
当
た
り
の
純
金

融
資
産
保
有
額
が
大
幅
に
増
加
し
て
い
る
わ
け
で
は
な

く
、
む
し
ろ
準
富
裕
層
・
ア
ッ
パ
ー
マ
ス
層
・
マ
ス
層
の

ほ
う
が
増
加
率
は
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。
日
本
で
は
一

部
の
富
裕
層
の
富
が
増
え
た
の
で
は
な
く
、
新
た
に
富
裕

層
と
な
る
者
が
加
わ
っ
た
こ
と
で
富
裕
層
の
資
産
額
が
増

加
し
て
お
り
、
富
め
る
者
だ
け
が
さ
ら
に
富
ん
だ
と
い
う

わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

続
い
て
、
世
界
と
日
本
の
富
裕
層
の
金
融
資
産
保
有
額

の
内
訳
で
す
。

　

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
会
社
キ
ャ
ッ
プ

ジ
ェ
ミ
の
「W

orld W
ealth Report

」
を
も
と
に
、
世

界
全
体
の
富
裕
層
の
金
融
資
産
の
内
訳
の
推
移
を
見
る

と
、
株
式
や
債
券
な
ど
の
有
価
証
券
が
七
割
程
度
を
占
め

て
お
り
、
年
々
増
加
し
て
い
る
一
方
、
現
預
金
等
の
保
有

は
三
割
程
度
で
、
近
年
は
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　

日
本
の
個
人
全
体
の
金
融
資
産
の
構
成
比
を
試
算
す
る

と
、
現
預
金
等
は
六
四
％
に
な
り
ま
す
（
図
表
16
）。
な

お
、
こ
の
数
値
は
キ
ャ
ッ
プ
ジ
ェ
ミ
の
デ
ー
タ
に
合
わ
せ

て
年
金
等
を
除
外
し
て
試
算
し
て
い
ま
す
の
で
、
先
ほ
ど

御
紹
介
し
た
家
計
金
融
資
産
に
お
け
る
現
預
金
の
割
合
と

は
異
な
り
ま
す
。

　

日
本
の
富
裕
層
の
金
融
資
産
に
つ
い
て
も
、
相
続
財
産

の
種
類
か
ら
試
算
し
た
と
こ
ろ
、
現
預
金
の
占
め
る
割
合

は
六
四
％
で
、
個
人
全
体
と
同
じ
割
合
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
日
本
の
富
裕
層
の
有
価
証
券
等
の
構
成
比
は
二

八
％
で
、
海
外
富
裕
層
の
六
七
％
よ
り
大
幅
に
低
く
、
日

本
の
富
裕
層
は
海
外
富
裕
層
と
は
異
な
り
、
有
価
証
券
よ

り
現
預
金
を
強
く
選
好
す
る
特
徴
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
る
と
、
日
本
の
富
裕
層
は
、
最
近
の

株
価
上
昇
の
恩
恵
を
海
外
富
裕
層
の
よ
う
に
は
享
受
で
き

て
い
な
い
と
考
え
ら
れ
、
株
価
上
昇
の
恩
恵
を
受
け
て
い

る
か
否
か
は
、
保
有
資
産
額
の
多
寡
よ
り
も
、
株
式
を
保

有
し
て
い
る
か
否
か
が
重
要
で
あ
る
と
み
ら
れ
ま
す
。
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御
参
考
ま
で
に
、
ア
メ
リ
カ
で
は
、
コ
ロ
ナ
シ
ョ
ッ
ク

後
の
株
式
資
産
増
加
率
に
つ
い
て
、
下
位
五
〇
％
の
人
々

が
上
位
一
％
を
上
回
っ
た
と
い
う
デ
ー
タ
に
つ
い
て
御
紹

介
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
（
図
表
17
）。

　

ア
メ
リ
カ
で
は
、
近
年
に
お
け
る
ネ
ッ
ト
証
券
の
台
頭

や
手
数
料
引
き
下
げ
等
の
影
響
も
あ
っ
て
、
株
式
投
資
を

通
じ
た
資
産
形
成
は
富
裕
層
だ
け
の
も
の
で
は
な
く
、
広

く
一
般
に
も
浸
透
し
て
い
ま
す
。
ア
メ
リ
カ
の
資
産
階
級

上
位
一
％
と
下
位
五
〇
％
の
株
価
回
復
局
面
の
株
式
資
産

増
加
率
を
比
較
し
た
と
こ
ろ
、
二
○
○
九
年
の
リ
ー
マ

ン
・
シ
ョ
ッ
ク
ご
ろ
ま
で
は
上
位
一
％
が
優
位
で
し
た

が
、
二
○
一
一
年
の
欧
州
債
務
危
機
ご
ろ
に
は
両
者
は
同

水
準
の
増
加
率
で
し
た
。
さ
ら
に
コ
ロ
ナ
シ
ョ
ッ
ク
後

は
、
上
位
一
％
よ
り
下
位
五
〇
％
の
ほ
う
の
伸
び
率
が
若

干
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
政
府
の
給
付
金
等
で

行
っ
た
株
式
投
資
の
恩
恵
を
受
け
た
た
め
と
考
え
ら
れ
、

わ
ず
か
で
す
が
、
株
式
投
資
に
よ
り
下
位
層
の
富
が
上
位

図表16�　日本の富裕層の金融資産保有額の内訳（2019年）―日本の個人平均／
海外富裕層との比較

33%

64% 64%

67%

28%
19%

体全人個本日層裕富本日層裕富外海

現預金等

有価証券等現預金比率は
海外より日本富裕層
の方が＋31%高い

国内の現預金比率は
富裕層・個人全体で

同水準

 日本の個人全体の金融資産の構成比を試算すると、現預金等は64%となる。

 日本の富裕層の金融資産のうち現預金の占める割合も64％である。

 日本の富裕層の有価証券等の構成比は28%と海外富裕層の67%より大幅に低い。

 日本の富裕層は、海外富裕層と異なり、有価証券より現預金を強く選好するという特徴がある。

⇒ 日本の富裕層は、最近の株価上昇の恩恵を海外富裕層のようには享受できていないと考えられる

⇒ 株価上昇の恩恵を受けているか否かは、保有資産額の多寡よりも、株式を保有しているか否かが重要であったとみられる

（注）�　2019年の数値。年金等は含まない。
〔出所〕�　国税庁、日本銀行、capgemini より日証協推計
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層
に
近
づ
い
た
と
言
え
る
と
思
い
ま
す
。

五�

、
資
産
格
差
と
所
得
格
差
の
関
係
の

国
際
比
較

　

次
は
資
産
格
差
と
所
得
格
差
の
関
係
に
つ
い
て
見
て
い

き
ま
す
。

　

ま
ず
、
所
得
階
級
別
の
家
計
の
金
融
資
産
の
平
均
保
有

額
と
シ
ェ
ア
の
日
米
比
較
で
す
（
図
表
18
）。
一
般
的
に

所
得
水
準
の
高
い
家
計
ほ
ど
余
裕
資
産
が
多
く
、
リ
ス
ク

許
容
度
も
高
く
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
所
得
が
大
き

く
な
る
に
つ
れ
て
金
融
資
産
保
有
額
シ
ェ
ア
が
増
加
し
て

い
く
と
い
う
点
は
、
日
米
で
変
わ
り
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た

だ
し
、
米
国
の
所
得
最
上
位
層
に
は
家
計
金
融
資
産
の
約

七
八
％
が
集
中
し
て
お
り
、
富
裕
層
へ
の
資
産
の
偏
り
が

極
端
に
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
理
由
と
し
て
は
、

ア
メ
リ
カ
の
富
裕
層
の
ほ
う
が
余
裕
資
産
の
規
模
が
大
き

図表17�　コロナショック後の株式資産増加率について下位50％が上位
1％を上回った（米国・資産階級別）

 近年におけるネット証券の台頭や手数料引き下げ等の影響等もあり、株式投資を通じた資産形成は、富裕層だけのもの
ではなく広く一般の国民にも浸透していると考えられる。

 米国における資産階級上位１％と下位50%の株価回復局面の株式資産増加率を比較すると、リーマン・ショック頃（2009
年:Q2）までは上位１%が優位であったが、欧州債務危機頃（2011年：Ｑ４）には両者で同水準の増加率となった。さらに、コ
ロナショック後（2020年：Q2）は上位１％より下位50％の方が伸び率が高くなっている（逆転）。

8.3%

16.1%

8.1%

25.1%

6.9%

17.6%

23.1%

5.2%
6.0%

0.6%

15.6%

6.9%

15.9%

26.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

2001:Q2 2001:Q4 2002:Q4 2009:Q2 2011:Q4 2019:Q1 2020:Q2

米国の市場ショック後の株式資産増加率

（株式資産が10％以上下落した翌四半期の株式資産上昇率）

Top1 Bottom50

同時多発テロ
エンロン
ショック

ワールドコム
ショック

リーマン
ショック

欧州債務危機 米中貿易対立 コロナショック

上位1%より下位50%の方
が伸び率が高い
（伸び率が逆転）

上位1%と下位50%で
伸び率が同水準に

上位
１％

下位
50％

〔出所〕�　FRBより日本証券業協会作成
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い
こ
と
、
ま
た
ア
メ
リ
カ
で
は
、
役
職
員
へ
の
報
酬
と
し

て
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
が
広
く
活
用
さ
れ
て
い
る
こ
と

な
ど
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

一
方
、
日
本
に
お
い
て
は
、
米
国
の
よ
う
な
所
得
の
差

に
よ
る
資
産
の
極
端
な
偏
在
は
見
ら
れ
ま
せ
ん
。

　

次
に
、
所
得
階
級
別
に
家
計
の
株
式
等
保
有
額
の
推
移

を
見
て
み
ま
す
（
図
表
19
）。
ア
メ
リ
カ
で
は
二
○
一
〇

年
か
ら
二
○
一
九
年
の
約
一
〇
年
で
株
式
等
の
保
有
額

は
、
所
得
水
準
が
最
も
高
い
層
で
二
・
一
倍
、
二
番
目
に

高
い
層
で
一
・
六
倍
と
大
幅
に
増
加
し
て
い
る
一
方
で
、

所
得
水
準
の
最
も
低
い
層
で
は
株
式
等
の
保
有
額
が
減
少

し
て
い
ま
す
。
同
じ
期
間
、
日
本
で
は
高
所
得
層
に
限
ら

ず
、
全
体
的
に
株
式
の
保
有
額
が
増
加
し
て
お
り
、
株
高

の
恩
恵
を
受
け
る
か
否
か
は
、
所
得
水
準
よ
り
も
株
式
を

保
有
し
て
い
る
か
否
か
が
重
要
だ
っ
た
と
考
え
ら
れ
ま

す
。

図表18�　所得階級別・家計の金融資産平均保有額とシェア（日米比較）
 所得水準の高い家計ほど金融資産保有額シェアが増加していく点は日米変わりない。

 ただし、米国の所得最上位層には家計金融資産の78％が集中しており、富裕層への資産の偏りが極端に大きい。

⇒ 日本においては米国のような所得の差による資産の極端な偏在はみられない

15%

19%
17%

20%

29%

2% 3%
5%

12%

78%

0

20

40

60

80

0-20％ 20-40％ 40-60％ 60-80％ 80-100％

日本 米国（％）

小 ← 所得 → 大

金融資産保有額
（平均）

日本 米国

第Ⅰ階級
（0～20％）

1,334万円
（15%）

3.8万ドル
（418万円/2%）

第Ⅱ階級
（20～40％）

1,636万円
（19%）

4.8万ドル
（528万円/3%）

第Ⅲ階級
（40～60％）

1,522万円
（17%）

9.4万ドル
（1,034万円/5%）

第Ⅳ階級
（60～80％）

1,715万円
（20%）

21.9万ドル
（2,409万円/12%）

第Ⅴ階級
（80～100％）

2,567万円
（29%）

139.5万ドル
（1億5,345万円/78%）

〔出所〕�　総務省「家計調査」、FRB
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六�

、
我
が
国
に
お
け
る
投
資
教
育
の

機
会
・
金
融
知
識
の
格
差

　

最
後
に
、
我
が
国
に
お
け
る
投
資
教
育
の
機
会
・
金
融

知
識
の
格
差
に
つ
い
て
お
話
し
し
ま
す
。

　

日
本
証
券
業
協
会
が
実
施
し
て
い
る
証
券
投
資
に
関
す

る
全
国
調
査
に
よ
れ
ば
、
個
人
の
株
式
、
投
資
信
託
の
保

有
率
は
、
近
年
わ
ず
か
な
が
ら
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す

が
、
株
式
・
投
信
・
債
券
の
い
ず
れ
か
一
つ
を
保
有
し
て

い
る
割
合
は
二
〇
％
に
も
達
し
て
お
ら
ず
、
ま
だ
国
民
一

般
に
広
く
普
及
し
て
い
る
状
況
と
は
言
え
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
証
券
保
管
振
替
機
構
の
統
計
に
よ
る
と
、
個
人

株
主
の
実
人
員
は
、
近
年
、
増
加
傾
向
に
あ
り
、
二
○
二

〇
年
度
の
個
人
株
主
は
約
一
四
〇
六
万
人
で
、
我
が
国
の

全
人
口
の
一
一
・
二
％
に
な
り
ま
し
た
が
、
ま
だ
国
民
一

般
に
広
く
普
及
し
て
い
る
状
況
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

図表19�　所得階級別・家計の株式等保有額の推移（日米比較）
 アメリカでは、約10年（2010年→2019年）で所得水準の高い層で株式等保有額が大幅に増加（最上位層で2.1倍、続く層

で1.6倍）。一方で、所得水準の最も低い層では減少している。

 同じ期間、日本では、所得上位層だけに限らず全体的に株式等保有額が増加している。

⇒ 株高の恩恵を受けるか否かは、所得水準よりも株式を保有しているか否かが重要であったとみられる
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〃 （2019年）

株式等が金融資産全体に占める割合（2010年）

〃 （2019年）
（千ドル）

米国
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297
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14%

0
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株式等保有額（2010年）

〃 （2019年）

株式等が金融資産全体に占める割合（2010年）

〃 （2019年）（万円）

日本

小 ← 所得 → 大 小 ← 所得 → 大

（注）�　株式等について、日本は株式投資信託、米国は投資ファンドを含む。
〔出所〕�　総務省「家計調査」、FRB
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で
は
、
な
ぜ
多
く
の
方
々
が
投
資
を
行
わ
な
い
の
か
。

金
融
庁
が
実
施
し
た
「
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
販
売
に
か
か

る
顧
客
意
識
調
査
」
の
結
果
に
よ
る
と
、
投
資
を
行
わ
な

い
理
由
と
し
て
、「
投
資
に
関
す
る
知
識
が
な
い
か
ら
」

「
余
裕
資
金
が
無
い
か
ら
」「
怖
い
・
不
安
で
あ
る
／
リ
ス

ク
を
取
れ
な
い
か
ら
」「
預
金
の
方
が
安
心
だ
か
ら
」
と

い
う
回
答
が
四
割
ほ
ど
存
在
し
ま
す
。

　

こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果
を
踏
ま
え
ま
す
と
、
積
立
投

資
な
ど
で
あ
れ
ば
、
証
券
会
社
に
よ
っ
て
は
概
ね
一
〇
〇

円
か
ら
一
〇
〇
〇
円
と
い
う
少
額
か
ら
投
資
が
可
能
で
あ

る
こ
と
、
中
長
期
的
に
保
有
す
る
こ
と
で
安
定
的
な
資
産

形
成
の
可
能
性
が
あ
る
こ
と
、
時
間
分
散
投
資
や
積
立
投

資
の
有
効
性
な
ど
が
ま
だ
国
民
に
広
く
浸
透
し
て
い
な
い

こ
と
が
う
か
が
え
ま
す
。

　

投
資
教
育
の
実
態
と
し
て
、
日
本
証
券
業
協
会
が
実
施

し
た
「
証
券
投
資
に
関
す
る
全
国
調
査
」
で
は
、
回
答
者

の
う
ち
、「
証
券
投
資
に
関
す
る
教
育
を
受
け
た
こ
と
が

あ
る
」
と
回
答
し
た
人
は
わ
ず
か
六
・
四
％
に
す
ぎ
ず
、

投
資
教
育
の
機
会
、
金
融
知
識
の
格
差
が
存
在
す
る
と
考

え
ら
れ
ま
す
。
投
資
教
育
の
機
会
、
金
融
知
識
の
格
差

は
、
株
高
の
恩
恵
を
受
け
ら
れ
る
か
否
か
の
違
い
に
も
つ

な
が
り
、
こ
れ
を
放
置
す
れ
ば
、
行
く
行
く
は
所
得
格

差
、
資
産
格
差
も
拡
大
す
る
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
。
家
計

の
安
定
的
な
資
産
形
成
の
た
め
に
は
、
そ
の
き
っ
か
け
と

し
て
投
資
に
関
す
る
知
識
が
必
要
で
、
国
民
的
イ
ン
フ
ラ

と
し
て
、
長
期
か
つ
継
続
的
で
実
践
的
な
投
資
教
育
が
重

要
で
す
。

　

貯
蓄
ゼ
ロ
世
帯
の
実
態
と
し
て
、
日
本
銀
行
が
事
務
局

を
務
め
る
金
融
広
報
中
央
委
員
会
の
ア
ン
ケ
ー
ト
に
よ
れ

ば
、
金
融
資
産
を
持
っ
て
い
な
い
、
い
わ
ゆ
る
貯
蓄
ゼ
ロ

世
帯
の
割
合
が
、
単
身
世
帯
で
三
六
・
二
％
、
二
人
以
上

世
帯
で
も
一
六
・
一
％
で
し
た
。
こ
こ
で
言
う
「
金
融
資

産
」
の
定
義
は
、
日
常
的
な
出
し
入
れ
、
引
き
落
と
し
に

備
え
て
い
る
預
貯
金
等
は
含
ま
れ
な
い
の
で
、
こ
の
三
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六
・
二
％
や
一
六
・
一
％
の
世
帯
の
預
貯
金
残
高
は
ゼ
ロ

で
は
な
く
、
そ
れ
ぞ
れ
二
四
〇
万
円
、
五
〇
九
万
円
の
預

貯
金
残
高
は
あ
る
の
で
す
が
、
こ
れ
も
決
し
て
十
分
な
額

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

厚
生
労
働
省
の
「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
で
は
、「
貯

蓄
な
し
」
の
世
帯
の
割
合
が
全
体
の
一
三
・
四
％
で
す
。

こ
こ
で
言
う
「
貯
蓄
」
の
定
義
で
は
、「
日
常
的
な
出
し

入
れ
、
引
き
落
と
し
に
備
え
て
い
る
預
貯
金
は
除
く
」
と

は
さ
れ
て
い
な
い
の
で
、
こ
の
一
三
・
四
％
の
世
帯
は
、

文
字
ど
お
り
貯
蓄
ゼ
ロ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
「
人
生
一
〇
〇
年
時
代
」
と
言
わ
れ
て
い
る
中
、
よ
り

豊
か
な
人
生
を
送
る
た
め
に
は
、
貯
蓄
も
資
産
形
成
も
重

要
で
す
。
日
常
生
活
に
必
要
な
資
金
や
急
な
出
費
の
た
め

に
必
要
な
資
金
は
預
貯
金
等
の
積
み
立
て
で
確
保
し
、
高

齢
化
と
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
多
様
化
に
対
応
し
た
資
産
形

成
は
少
額
か
ら
の
長
期
・
積
立
・
分
散
投
資
に
よ
り
確
保

す
る
こ
と
が
重
要
だ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

私
か
ら
の
説
明
は
以
上
で
す
。

○
岳
野　

続
い
て
私
か
ら
ま
と
め
の
コ
メ
ン
ト
を
さ
せ
て

い
た
だ
き
ま
す
。

　

い
ろ
い
ろ
な
フ
ァ
ク
ト
フ
ァ
イ
ン
デ
ィ
ン
グ
か
ら
す
る

と
、
日
本
の
場
合
、
資
産
価
格
の
変
動
の
恩
恵
を
受
け
る

の
が
特
に
高
所
得
者
や
超
富
裕
層
に
大
き
く
偏
っ
て
い
る

の
で
は
な
く
、
む
し
ろ
、
所
得
・
資
産
に
か
か
わ
ら
ず
有

価
証
券
を
持
っ
て
い
る
か
い
な
い
か
の
違
い
に
左
右
さ
れ

る
面
が
大
き
い
と
い
う
こ
と
が
、
海
外
に
比
べ
て
特
徴
的

で
あ
る
こ
と
を
説
明
し
ま
し
た
。

　

こ
こ
か
ら
先
は
政
策
論
に
な
り
ま
す
。

　

日
本
人
は
お
金
に
漠
然
と
し
た
不
安
を
抱
き
つ
つ
も
、

半
分
以
上
を
預
貯
金
で
抱
え
て
お
り
、
放
置
す
れ
ば
格
差

の
拡
大
に
つ
な
が
り
ま
す
（
図
表
20
）。
そ
の
原
因
は
、

投
資
教
育
の
機
会
、
金
融
知
識
の
格
差
で
す
。「
投
資
は

怖
い
」
と
言
っ
て
投
資
を
し
な
い
。
し
か
し
、
小
口
の
長

期
・
積
立
・
分
散
投
資
を
し
て
い
け
ば
、
そ
う
難
し
い
こ
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と
を
し
な
く
て
も
資
産
形
成
は
で
き
る
と
い
う
、
ご
く
基

本
的
な
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
を
も
っ
と
普
及
し
て
い
か
な
い

と
い
け
ま
せ
ん
。

　

貯
蓄
ゼ
ロ
世
帯
の
こ
と
も
考
え
れ
ば
、
大
事
な
こ
と

は
、
貯
蓄
か
ら
投
資
で
は
な
く
、「
貯
蓄
も
資
産
形
成
も

最
初
の
一
歩
は
積
立
か
ら
」
と
い
う
こ
と
で
「
国
民
皆
積

立
」
が
本
質
的
に
重
要
だ
と
考
え
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

そ
れ
で
日
本
証
券
業
協
会
の
政
策
的
な
提
案
と
し
て
、

家
計
の
安
定
的
な
資
産
形
成
と
金
融
教
育
の
法
制
化
を
お

願
い
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
（
図
表
21
）。
少

額
か
ら
の
長
期
・
積
立
・
分
散
投
資
の
推
進
を
国
の
基
本

方
針
と
し
て
法
制
化
で
き
な
い
か
、
実
践
的
な
投
資
教
育

を
総
合
的
か
つ
一
体
的
に
推
進
す
る
官
民
の
体
制
と
施
策

を
法
制
化
で
き
な
い
か
と
い
う
こ
と
で
す
。
基
本
理
念
、

国
・
地
方
公
共
団
体
の
責
務
・
努
力
義
務
、
国
・
地
方
公

共
団
体
に
よ
る
実
践
的
投
資
教
育
に
関
す
る
基
本
的
方
針

の
策
定
、
財
政
的
な
支
援
も
含
め
た
各
種
施
策
の
推
進
を

図表20�　実践的な投資教育推進のための官民の体制整備（イメージ）

溝を渡るための橋（インフラ）、
「実践的な投資教育推進のため

の官民の体制整備」が
必要ではないか

「お金」に漠然とし
た不安を抱きつつ、
何も踏み出さない
方々が多数

投資教育の機会・
金融知識の格差

放置すれば
「格差の拡大」
のおそれ

国民皆積立

小額からの長期・積立・
分散投資による基礎的
な資産形成の確保

「貯蓄も
資産形成も」
最初の一歩
は積立から
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法
定
し
て
い
た
だ
く
こ
と
を
期
待
し
て
い
ま
す
。
実
践
的

投
資
教
育
に
関
す
る
基
本
的
な
内
容
に
つ
い
て
は
、
貯
蓄

も
資
産
形
成
も
と
に
か
く
「
国
民
皆
積
立
」
と
い
う
こ
と

で
、
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
・
マ
ネ
ー
プ
ラ
ン
、
貯
蓄
、
資
産
形

成
と
い
う
、
ご
く
基
本
的
な
こ
と
を
国
民
に
徹
底
す
る
こ

と
が
必
要
だ
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

次
に
、
所
得
格
差
、
資
産
格
差
問
題
に
関
す
る
最
近
の

動
き
に
つ
い
て
簡
単
に
補
足
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

二
月
上
旬
に
内
閣
府
が
「
ミ
ニ
経
済
白
書
」
を
発
表
し

て
い
ま
す
。
こ
こ
で
は
、
高
所
得
層
に
お
け
る
有
価
証
券

の
保
有
割
合
が
大
き
い
こ
と
を
背
景
に
、
こ
の
五
年
間
で

資
産
所
得
、
日
本
で
言
う
利
子
所
得
・
配
当
所
得
の
格
差

は
拡
大
傾
向
で
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
ち
ら
は
「
ミ
ニ
経
済
白
書
」
の
説
明
資
料
の
抜
粋
で

す
。
⑴
金
融
資
産
残
高
の
分
布
は
、「
全
国
家
計
構
造
調

査
」
の
数
字
で
す
。
⑵
保
有
す
る
金
融
資
産
残
高
の
内
訳

も
、
圧
倒
的
に
預
貯
金
が
多
い
。
高
額
資
産
家
で
あ
っ
て

図表21�　家計の安定的な資産形成と金融教育の法制化（イメージ）

少額からの長期・積立・分散投資を
通じた、家計の安定的な資産形成

長期かつ継続的に実践的な投資教育を
行うことによる金融リテラシー向上

基本理念、国・地方公共団体の責務・努力義務、国・地方公共団体による実践
的投資教育に関する基本方針の策定、各種の施策の推進（財政措置を含む）

少額からの長期・積立・分散投
資の推進を国の基本方針として
法制化

実践的な投資教育を総合的かつ
一体的に推進する官民の体制と
施策を法制化

実践的投資教育に関する基本方針の骨子
貯蓄も資産形成も、とにかく国民皆積立へ

①ライフプラン・マネープラン
⇒ 極めて基本的な家計の人間ドック（ライフイベント・収支の改善可能性（無駄な支出の洗い出し・公的助
成・優遇措置適用の可能性）の検討、積立可能原資の確認、収支計画の作成）
⇒ 私的年金（iDeCoなど）や資産形成支援制度（NISAなど）の紹介・説明

②貯蓄
⇒ 日常生活に必要な資金や、急な出費のために必要な資金を、預貯金等の積み立てで確保

③資産形成
⇒ 未来の自分のためにiDeCo、NISAや投資信託等を活用して、少額からの長期・積立・分散投資を始める
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も
預
金
が
多
い
と
い
う
私
ど
も
の
説
明
の
と
お
り
で
す

し
、
高
額
資
産
家
に
な
る
ほ
ど
生
保
が
減
っ
て
有
価
証
券

が
増
え
ま
す
。
⑶
利
回
り
は
、
実
は
二
○
一
四
年
か
ら
大

き
く
下
が
っ
て
い
て
、
利
子
の
低
下
な
ど
が
原
因
だ
と
思

わ
れ
、
第
Ⅹ
階
級
で
も
下
が
っ
て
い
ま
す
。
⑷
で
は
、
第

Ⅹ
階
級
の
方
の
利
子
・
配
当
金
所
得
の
シ
ェ
ア
が
少
し
高

く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

内
閣
府
が
参
照
し
て
い
る
ミ
ラ
ノ
ヴ
ィ
ッ
チ
が
二
○
一

九
年
に
出
版
し
た
『
資
本
主
義
だ
け
残
っ
た
』
で
は
、
Ｇ

７
を
含
む
多
く
の
先
進
国
の
資
本
所
得
（
配
当
金
・
利
子

の
ほ
か
に
地
代
が
入
っ
て
い
ま
す
）
の
ジ
ニ
係
数
が
○
・

八
六
を
超
え
て
、
中
で
も
日
本
は
〇
・
九
五
を
超
え
て
い

る
と
い
う
指
摘
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
を
受
け
て
内
閣
府
が

「
全
国
家
計
構
造
調
査
」
の
デ
ー
タ
に
基
づ
い
て
我
が
国

の
資
産
所
得
の
ジ
ニ
係
数
を
簡
易
的
に
試
算
し
た
と
こ

ろ
、
〇
・
七
〇
五
で
あ
っ
た
と
い
う
コ
メ
ン
ト
が
つ
い
て

い
ま
す
。

　

資
産
所
得
の
ジ
ニ
係
数
の
計
算
の
仕
方
は
非
常
に
難
し

い
の
で
、
な
ぜ
ミ
ラ
ノ
ヴ
ィ
ッ
チ
の
書
籍
に
お
い
て
我
が

国
の
金
融
所
得
の
ジ
ニ
係
数
が
高
く
な
っ
て
い
る
か
は
、

確
定
的
に
は
申
し
上
げ
に
く
い
の
で
す
が
、「
ミ
ニ
経
済

白
書
」
で
は
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
等
の
資
産
形
成
支
援
制
度
の
一

層
の
活
用
な
ど
、
貯
蓄
か
ら
投
資
へ
の
転
換
を
進
め
る
こ

と
が
我
が
国
の
資
産
所
得
の
格
差
拡
大
へ
の
歯
止
め
に
つ

な
が
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
「
貯
蓄
か
ら
投
資
へ
の
転
換
を
進
め
る
こ
と
が
我
が
国

の
資
産
所
得
の
格
差
拡
大
へ
の
歯
止
め
に
つ
な
が
る
」
と

い
う
指
摘
を
理
解
す
る
た
め
に
ジ
ニ
係
数
と
ロ
ー
レ
ン
ツ

曲
線
に
立
ち
戻
っ
て
検
討
し
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
。
ジ

ニ
係
数
と
ロ
ー
レ
ン
ツ
曲
線
と
い
う
不
平
等
を
は
か
る
メ

ル
ク
マ
ー
ル
は
、
基
本
的
に
は
均
等
分
布
（
四
五
度
）
線

に
対
し
、
実
際
の
分
布
を
踏
ま
え
た
①
の
ロ
ー
レ
ン
ツ
曲

線
を
描
い
て
、
四
五
度
線
と
の
差
の
三
日
月
型
の
面
積
の

二
倍
を
ジ
ニ
係
数
と
し
て
い
ま
す
（
図
表
22
）。
既
に
御
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説
明
し
ま
し
た
が
、
日
本
の
等
価
当
初
所
得
の
場
合
は

〇
・
五
程
度
で
、
等
価
可
処
分
所
得
は
、
財
政
の
分
配
、

年
金
な
ど
も
あ
っ
て
〇
・
三
ぐ
ら
い
に
な
る
。
資
産
と
か

住
宅
・
宅
地
に
つ
い
て
は
〇
・
六
～
〇
・
七
ぐ
ら
い
に
ジ

ニ
係
数
が
上
が
り
ま
す
。

　

我
が
国
の
有
価
証
券
の
保
有
率
は
二
割
弱
で
す
。
右
図

で
有
価
証
券
の
利
子
・
配
当
に
絞
っ
た
ジ
ニ
係
数
を
描
い

て
み
ま
す
と
、
ゼ
ロ
ゼ
ロ
の
基
点
か
ら
横
軸
の
〇
・
八
の

と
こ
ろ
ま
で
ロ
ー
レ
ン
ツ
曲
線
は
ゼ
ロ
の
ま
ま
で
、
そ
こ

か
ら
二
割
の
方
の
有
価
証
券
の
保
有
構
造
に
応
じ
て
右
上

に
上
が
っ
て
い
き
ま
す
。
そ
う
し
ま
す
と
、
有
価
証
券
を

持
っ
て
い
る
人
の
中
で
ど
ん
な
に
保
有
を
平
等
に
し
て

も
、
ジ
ニ
係
数
は
〇
・
八
を
下
回
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ

ん
。

　

今
回
の
「
ミ
ニ
経
済
白
書
」
が
参
照
し
て
い
る
ミ
ラ
ノ

ヴ
ィ
ッ
チ
の
今
後
の
資
本
市
場
の
あ
り
方
に
つ
い
て
の
提

言
を
簡
単
に
申
し
上
げ
ま
す
と
、
格
差
社
会
を
広
げ
な
い

図表22�　ローレンツ曲線とジニ係数について

〈一般のイメージ〉

〈有価証券等の利子・配当所得
の場合のイメージ〉

1.0

1.0

①

Ｘ

有価証券保有率

1.0

1.0

①

②

均等分布(45度)線

ジニ係数＝①の面積の２倍（0.0～1.0）

日本の等価当初所得：0.5程度
日本の等価可処分所得：0.3程度

ジニ係数＝①の面積の２倍
＋②の面積の２倍（0.0～1.0）

有価証券保有率が20％、Ｘ＝0.8のとき、
第１項（下線部分）だけで0.8

人口累積比0 0
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た
め
に
は
二
つ
の
政
策
が
必
要
で
あ
っ
て
、
一
つ
は
資
本

所
有
の
分
散
で
あ
り
、
な
る
べ
く
多
く
の
人
に
資
本
所
有

を
し
て
も
ら
う
。
そ
の
た
め
に
は
少
額
投
資
非
課
税
制
度

を
設
け
る
べ
き
で
あ
る
と
提
案
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
さ
に

日
本
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
み
た
い
な
こ
と
を
や
っ
て
、
Ｘ
を
左
へ

持
っ
て
い
く
。
有
価
証
券
保
有
率
を
上
げ
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
有
価
証
券
の
利
子
・
配
当
の
ロ
ー
レ
ン
ツ
曲
線
を
左

の
ほ
う
に
シ
フ
ト
さ
せ
て
い
か
な
い
と
、
不
平
等
度
は
改

善
し
な
い
。
そ
う
い
う
意
味
で
資
本
所
有
の
分
散
に
よ
り

平
等
な
資
本
主
義
に
な
る
と
い
う
の
が
ミ
ラ
ノ
ヴ
ィ
ッ
チ

の
主
張
で
す
。

　

も
う
一
つ
は
、
先
ほ
ど
の
高
額
資
産
家
の
リ
ス
ト
は
全

部
経
営
者
で
す
ね
。
今
の
世
界
の
富
裕
層
は
、
昔
の
不
労

所
得
者
で
は
な
く
て
、
自
分
で
働
い
て
資
産
を
積
み
上
げ

て
い
る
ス
ー
パ
ー
経
営
者
で
す
。
そ
う
い
う
中
で
よ
り
平

等
に
し
て
い
く
た
め
に
は
、
ス
キ
ル
、
教
育
が
大
事
だ
と

い
う
こ
と
で
す
。

　

各
人
の
教
育
、
人
材
投
資
を
徹
底
的
に
や
り
、
資
本
所

有
の
分
散
を
進
め
る
こ
と
が
、
よ
り
平
等
で
民
主
的
な
資

本
主
義
に
は
必
要
だ
と
、
ミ
ラ
ノ
ヴ
ィ
ッ
チ
は
言
っ
て
い

ま
す
。
そ
れ
を
受
け
て
「
ミ
ニ
経
済
白
書
」
で
も
そ
う

い
っ
た
指
摘
が
さ
れ
て
い
る
と
い
う
直
近
の
動
き
を
御
紹

介
申
し
上
げ
ま
し
て
、
私
ど
も
か
ら
の
御
説
明
を
こ
こ
で

終
え
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

○
増
井
理
事
長　

岳
野
副
会
長
、
竹
田
さ
ん
、
ど
う
も
あ

り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

　

相
当
前
で
す
が
、
私
が
日
本
証
券
業
協
会
に
お
り
ま
し

た
と
き
に
は
、
こ
ん
な
立
派
な
分
析
は
で
き
て
お
り
ま
せ

ん
で
し
た
の
で
、
今
の
日
本
証
券
業
協
会
は
大
変
頑
張
っ

て
お
ら
れ
る
な
と
い
う
感
じ
が
し
ま
し
た
。

　

若
干
時
間
を
残
し
て
い
た
だ
い
た
の
で
、
い
つ
も
の
よ

う
に
質
疑
応
答
を
し
た
い
と
思
い
ま
す
が
、
何
か
御
質

問
、
あ
る
い
は
御
意
見
等
ご
ざ
い
ま
す
で
し
ょ
う
か
。

　

実
は
岳
野
副
会
長
か
ら
、
時
間
が
あ
れ
ば
も
う
少
し
話
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を
さ
せ
て
ほ
し
い
と
い
う
御
要
望
が
あ
り
ま
し
た
の
で
、

足
り
な
い
部
分
に
つ
い
て
若
干
補
足
を
し
て
い
た
だ
け
れ

ば
と
思
い
ま
す
。

○
岳
野　

フ
ォ
ー
ブ
ス
の
「
世
界
長
者
番
付
・
億
万
長
者

ラ
ン
キ
ン
グ
」
の
リ
ス
ト
を
見
る
と
、
個
人
に
関
連
し
て

い
る
も
の
が
全
て
世
界
の
主
要
な
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
イ
ン
ダ

ス
ト
リ
ー
の
最
先
端
に
い
る
企
業
で
す
。
そ
う
し
た
中

で
、
格
差
の
問
題
に
つ
い
て
、
例
え
ば
、
国
際
Ｎ
Ｇ
Ｏ

オ
ッ
ク
ス
フ
ァ
ム
・
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
は
、「
世
界

の
資
産
総
額
ト
ッ
プ
一
〇
人
の
資
産
が
こ
の
二
年
で
倍
増

し
た
、
コ
ロ
ナ
禍
で
み
ん
な
が
困
っ
て
い
る
と
き
に
七
〇

〇
〇
億
ド
ル
の
資
産
が
一
兆
五
〇
〇
〇
億
ド
ル
に
増
え
て

い
る
」
と
大
々
的
に
発
表
し
、「
こ
の
不
平
等
は
経
済
の

暴
力
で
あ
り
、
そ
の
結
果
、
医
療
を
受
け
ら
れ
な
か
っ
た

り
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
に
基
づ
く
暴
力
に
さ
ら
さ
れ
た
り
、
飢

餓
や
気
候
変
動
に
直
面
し
た
り
し
て
毎
日
二
万
一
〇
〇
〇

人
が
命
を
落
と
し
て
い
る
」
と
指
摘
し
て
い
る
と
報
道
さ

れ
て
い
ま
す
。
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
Ｉ
Ｔ
の
重
要
性
の
高

ま
り
や
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
動
き
な
ど
か
ら
す
る

と
、
こ
う
い
う
格
差
の
語
ら
れ
方
に
関
し
て
、
私
は
違
和

感
を
持
ち
ま
す
。
コ
ロ
ナ
禍
は
こ
れ
ま
で
の
変
化
の
動
き

を
加
速
さ
せ
て
い
る
と
い
う
客
観
的
な
経
済
情
勢
に
あ
る

中
で
、
格
差
問
題
に
つ
い
て
の
こ
う
し
た
非
常
に
ジ
ャ
ー

ナ
リ
ス
テ
ィ
ッ
ク
な
取
り
上
げ
方
は
、
注
意
し
て
見
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

ピ
ケ
テ
ィ
や
ミ
ラ
ノ
ヴ
ィ
ッ
チ
も
、
か
つ
て
の
ヨ
ー

ロ
ッ
パ
の
よ
う
に
王
侯
貴
族
が
レ
ン
ト
（
地
代
）
で
富
裕

な
生
活
を
し
て
い
た
世
界
か
ら
完
全
に
「
ス
ー
パ
ー
経
営

者
社
会
」
に
変
わ
っ
て
い
る
と
い
う
実
態
を
よ
く
見
な
が

ら
格
差
の
問
題
と
か
富
裕
層
の
問
題
に
取
り
組
ん
で
い
く

必
要
が
あ
る
こ
と
を
認
識
さ
れ
て
い
て
、
そ
れ
だ
け
に
解

が
非
常
に
難
し
い
の
で
す
。

　

多
額
の
労
働
所
得
と
多
額
の
資
本
所
得
が
結
び
つ
い
た

ス
ー
パ
ー
経
営
者
層
に
つ
い
て
は
、
角
を
矯
め
て
牛
を
殺
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し
て
し
ま
っ
て
は
い
け
な
い
。
そ
う
い
う
中
で
ど
う
や
っ

て
今
後
の
望
ま
し
い
姿
を
描
い
て
い
く
の
か
。
今
後
の
資

本
主
義
の
再
構
築
、
日
本
で
言
え
ば
新
し
い
資
本
主
義
を

ど
う
す
る
か
と
い
う
こ
と
で
す
。

　

日
本
で
は
ユ
ニ
コ
ー
ン
が
育
た
な
い
と
言
わ
れ
、
孫
氏

や
柳
井
氏
の
よ
う
な
新
た
な
経
営
者
を
ど
ん
ど
ん
輩
出
す

る
世
の
中
に
し
て
い
か
な
い
と
い
け
な
い
と
思
い
ま
す
。

最
初
に
あ
り
ま
し
た
よ
う
に
、
今
、
日
本
は
み
ん
な
貧
し

く
な
っ
て
い
ま
す
。
格
差
が
ど
う
の
で
は
な
く
、
み
ん
な

の
所
得
が
沈
ん
で
い
る
の
で
、「
成
長
」
と
い
う
言
葉
が

い
い
の
か
ど
う
か
わ
か
り
ま
せ
ん
が
、
少
な
く
と
も
し
っ

か
り
と
し
た
将
来
を
展
望
で
き
る
経
済
環
境
に
し
て
い
く

こ
と
が
非
常
に
重
要
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。

　

も
う
一
つ
は
、
国
税
庁
の
「
統
計
年
報
」
の
数
字
で
す

が
、
二
○
一
九
年
に
所
得
が
一
億
円
超
の
ミ
リ
オ
ネ
ア
の

人
数
が
二
○
一
一
年
比
で
一
・
七
倍
に
増
え
て
、
格
差
が

拡
大
し
た
と
の
指
摘
が
あ
り
ま
し
た
。
我
々
が
原
典
を

チ
ェ
ッ
ク
し
て
み
る
と
、
全
体
で
底
上
げ
さ
れ
て
い
る
と

い
う
フ
ァ
ク
ト
、
エ
ビ
デ
ン
ス
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
一
部
を
切
り
取
っ
て
、
い
か
に
も
こ
こ
数
年
で
格
差

が
拡
大
し
た
か
の
ご
と
く
指
摘
す
る
よ
う
な
動
き
は
、
政

策
論
と
し
て
は
ど
う
な
の
か
な
と
感
じ
て
い
る
と
こ
ろ
で

す
。
そ
う
い
っ
た
こ
と
も
あ
っ
て
、
な
る
べ
く
デ
ー
タ
に

基
づ
く
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
世
界
で
議
論
し
て
い
か
な
い
と
い
け

な
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
で
、
ど
う
し
て
も
格
差
は
あ
り
ま
す
。
我
が
国
の

社
会
で
も
、
世
界
ほ
ど
ひ
ど
く
は
な
い
に
し
ろ
、
格
差
は

あ
り
ま
す
。
当
初
格
差
、
あ
る
い
は
分
配
後
の
格
差
、
そ

れ
ぞ
れ
を
し
っ
か
り
と
政
策
的
に
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し
て
い

か
な
い
と
、
民
主
主
義
そ
の
も
の
が
崩
壊
す
る
、
サ
ス

テ
ィ
ナ
ブ
ル
で
は
な
い
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
、
き
ち
ん

と
受
け
止
め
る
必
要
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。
こ
の
点
に
つ

い
て
は
、
資
本
市
場
、
証
券
市
場
に
携
わ
る
関
係
者
と
し

て
、
今
後
も
勉
強
し
な
が
ら
、
ど
う
い
う
方
向
を
目
指
し
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て
い
っ
た
ら
い
い
の
か
、
よ
く
検
討
し
、
必
要
に
応
じ
て

提
案
も
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

本
日
は
、
私
ど
も
の
日
ご
ろ
の
取
り
組
み
の
中
で
気
が

つ
い
た
エ
ビ
デ
ン
ス
を
お
示
し
し
て
、
で
き
ま
し
た
ら
皆

様
か
ら
、
こ
の
場
で
な
く
て
も
、
い
ろ
い
ろ
感
想
な
り
御

指
摘
を
い
た
だ
け
れ
ば
、
今
後
の
活
動
に
反
映
し
て
い
く

所
存
で
ご
ざ
い
ま
す
の
で
、
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ

ま
す
。

　

私
か
ら
の
補
足
は
以
上
で
す
。
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま

し
た
。（
拍
手
）

○
増
井
理
事
長　

最
後
の
ほ
う
に
お
話
が
あ
っ
た
よ
う

に
、
国
の
政
策
が
、
単
な
る
預
貯
金
で
は
な
く
て
、
投
資

資
産
の
ほ
う
に
国
民
の
資
産
が
行
く
よ
う
な
意
思
表
明
が

必
要
な
の
で
は
な
い
か
。
例
え
ば
こ
こ
に
も
出
て
い
ま
し

た
が
、
基
本
方
針
だ
と
か
、
あ
る
い
は
基
本
法
み
た
い
な

も
の
を
つ
く
っ
て
も
ら
い
た
い
と
、
昔
、
私
が
役
所
に
い

た
こ
ろ
か
ら
ず
っ
と
言
っ
て
い
ま
し
た
が
、
や
は
り
何
と

な
く
全
体
と
し
て
バ
ラ
バ
ラ
に
な
っ
て
い
る
感
じ
が
し
ま

す
。
こ
う
い
う
状
況
は
、
個
別
の
施
策
を
積
み
上
げ
て
い

く
の
も
、
も
ち
ろ
ん
大
事
な
の
で
す
が
、
国
民
の
意
思
と

か
考
え
方
を
も
う
少
し
預
貯
金
か
ら
投
資
資
産
の
ほ
う
に

向
け
る
仕
掛
け
も
必
要
で
は
な
い
か
と
い
う
感
じ
が
し
て

い
る
の
で
す
が
、
そ
の
辺
は
今
ど
ん
な
動
き
に
な
っ
て
い

る
の
で
し
ょ
う
か
。

○
岳
野　

増
井
理
事
長
か
ら
御
指
摘
が
あ
り
ま
し
た
よ
う

に
、
貯
蓄
か
ら
投
資
へ
と
い
う
方
向
で
動
い
て
き
て
い
る

も
の
の
、
政
策
的
に
は
ま
だ
十
分
イ
ン
テ
グ
レ
ー
ト
さ
れ

て
い
な
い
し
、
こ
れ
ま
で
皆
様
が
さ
ま
ざ
ま
に
努
力
さ
れ

て
い
ま
す
が
、
内
容
的
に
も
不
十
分
で
は
な
い
か
と
思
い

ま
す
。
ア
メ
リ
カ
で
は
金
融
教
育
に
つ
い
て
法
的
な
取
り

組
み
も
さ
れ
、
二
○
一
九
年
に
財
務
省
が
金
融
教
育
に
つ

い
て
レ
ポ
ー
ト
を
出
し
て
お
り
ま
し
て
、
ア
メ
リ
カ
ほ
ど

進
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
も
な
お
そ
う
い
う
こ
と
を
し
て
い
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格差の国際比較と資産形成の課題について

る
わ
け
で
す
。

　

我
が
国
で
も
こ
れ
ま
で
政
策
と
し
て
い
ろ
い
ろ
や
っ
て

い
た
だ
い
て
い
ま
す
。
例
え
ば
二
〇
〇
一
年
に
確
定
拠
出

年
金
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
が
、
企
業
型
の
確
定
拠
出
年

金
の
運
用
の
中
で
は
、
い
ま
だ
に
元
本
確
保
型
の
運
用
が

半
分
ぐ
ら
い
の
ま
ま
で
す
。
せ
っ
か
く
Ｄ
Ｃ
に
加
入
し
て

も
、
利
回
り
ゼ
ロ
の
ま
ま
抱
え
て
い
る
方
と
一
定
の
リ

タ
ー
ン
を
得
て
い
る
方
と
で
、
は
っ
き
り
と
事
後
的
な
格

差
が
生
じ
ま
す
。
そ
う
い
っ
た
点
で
、
法
的
に
は
Ｄ
Ｃ
の

継
続
教
育
も
あ
る
の
で
す
が
、
ま
だ
十
分
効
果
が
出
て
い

な
い
と
思
い
ま
す
。

　

も
と
も
と
金
融
所
得
課
税
の
今
の
枠
組
み
は
、
貯
蓄
か

ら
投
資
の
た
め
に
、
平
成
一
五
年
ご
ろ
、
大
変
厳
し
い
環

境
の
中
で
、
増
井
理
事
長
な
ど
が
ま
だ
現
役
の
こ
ろ
に
つ

く
っ
て
い
た
だ
い
て
い
る
の
で
、
投
資
促
進
的
に
な
っ
て

い
る
と
思
う
の
で
す
が
、
い
か
ん
せ
ん
国
民
の
皆
さ
ん
が

そ
れ
で
も
動
か
な
い
の
で
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
を
ス
タ
ー
ト

さ
せ
て
お
り
ま
し
て
、
よ
う
や
く
小
口
か
ら
の
積
立
・
分

散
投
資
が
進
み
始
め
た
か
な
と
い
う
と
こ
ろ
で
す
。

　

あ
わ
せ
て
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
場
合
は
実
践
的
な
投
資
教
育

と
一
体
で
進
め
る
と
い
う
こ
と
で
、
累
次
に
わ
た
る
閣
議

決
定
も
な
さ
れ
て
い
る
の
で
す
が
、
増
井
理
事
長
が
お
っ

し
ゃ
っ
た
よ
う
に
、
そ
れ
を
し
っ
か
り
と
イ
ン
テ
グ
レ
ー

ト
す
る
た
め
に
は
、
こ
こ
に
あ
る
よ
う
な
投
資
教
育
の
基

本
法
、
そ
れ
も
教
育
の
一
般
的
な
基
本
法
と
い
う
よ
り
、

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
法
（
仮
称
）
の
よ
う
な
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
を
し
っ
か

り
と
法
制
上
位
置
づ
け
た
制
度
と
し
、
国
・
地
方
公
共
団

体
の
実
践
的
な
投
資
教
育
に
関
す
る
取
り
組
み
体
制
を
整

備
す
る
と
い
う
方
向
で
、
イ
ン
テ
グ
レ
ー
ト
さ
れ
た
、
国

家
戦
略
と
し
て
の
資
産
形
成
促
進
政
策
を
し
っ
か
り
や
っ

て
い
っ
た
ほ
う
が
い
い
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。

　

そ
う
い
う
意
味
で
、
今
こ
こ
に
お
示
し
し
た
よ
う
な
構

想
に
つ
い
て
、
今
後
、
関
係
者
と
対
話
を
し
て
い
き
た
い

と
考
え
て
い
る
次
第
で
す
。
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○
増
井
理
事
長　

そ
れ
で
は
、
時
間
も
オ
ー
バ
ー
し
て
お

り
ま
す
の
で
、
こ
の
あ
た
り
で
今
日
の
「
資
本
市
場
を
考

え
る
会
」
を
終
わ
ら
せ
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

今
日
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
フ
ァ
ク
ト
を
積
み
重
ね
て
い
た

だ
い
て
大
変
勉
強
に
な
り
ま
し
た
。

　

岳
野
副
会
長
、
竹
田
さ
ん
、
ど
う
も
あ
り
が
と
う
ご
ざ

い
ま
し
た
。（
拍
手
）（

た
け
の
　
ま
り
お
・
日
本
証
券
業
協
会
　

副
会
長
・
専
務
理
事
）

（
た
け
だ
　
あ
か
ね
・
日
本
証
券
業
協
会
　

政
策
本
部
証
券
税
制
部
調
査
役
）

�

（
本
稿
は
、
令
和
四
年
二
月
二
五
日
に
開
催
し
た
講
演
会
で
の
要

旨
を
整
理
し
た
も
の
で
あ
り
、
文
責
は
当
研
究
所
に
あ
る
。

）
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格差の国際比較と資産形成の課題について

　　岳　野　万里夫　氏

略　　歴

日本証券業協会 副会長・専務理事

2015年７月日本証券業協会専務理事、2019年７月同副会長・専務理事（現職）。下

記を担当。

・投資による資産形成の促進に向けた取組み（NISA等の税制改正要望、金融・証

券知識（リテラシー）の普及・啓発活動）、

・我が国の金融資本市場の機能・競争力の強化（国際金融センター構想、証券決済

システムの整備、デジタルトランスフォーメーション（DX）の促進）

・証券業界の SDGs の達成に向けた取組み（SDGs 債等のサステナブルファイナン

ス推進、会員の働き方改革・ダイバーシティ推進、子供の貧困対策支援、国内外の

パートナーシップの強化）、

・グローバルな情報発信・連携の拡充（証券サミット、アジア証券人フォーラム

（ASF）等）、

・その他証券会社及び証券市場の健全な発展を推進する取組み（調査研究、広報、

会員交流、BCP対策）

1979年大蔵省（現：財務省）入省後、同省・金融庁等において、マクロ経済分析、

財政政策、金融・証券市場制度の企画立案、個別の監督・市場監視等に携わる。

　　竹　田　茜　衣　氏

略　　歴

日本証券業協会 政策本部証券税制部調査役

2015年４月日本証券業協会入職。金融・証券教育支援センター、規律審査部、

SDGs 推進室を経て、2019年７月証券税制部主任、2021年７月同調査役（現職）。


